
 - 1 - 

平成３１年４月２５日判決言渡 

平成３０年（ネ）第１００１７号 特許権侵害差止等請求控訴事件 

（原審・東京地方裁判所平成２７年（ワ）第２８６２号） 

口頭弁論終結日 平成３１年２月１２日 

判 決 

  

    控 訴 人 兼 被 控 訴 人    ビーエーエスエフ 

                    ソシエタス ヨーロピア 

                    （以下「一審原告」という。） 

 

          

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士    田 中 成 志 

         板 井 典 子 

         山 田  徹 

         沖  達 也 

同 補 佐 人 弁 理 士     江 藤 聡 明 

         倉 脇 明 子 

         山 口  修 

  

被 控 訴 人 兼 控 訴 人    バイエルクロップサイエンス 

                株式会社 

                （以下「一審被告」という。） 

 

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士    城 山 康 文 

         山 内 真 之 

同訴訟復代理人弁護士    出 野 智 之 
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同 訴 訟 代 理 人 弁 理 士    小 野  誠 

同 補 佐 人 弁 理 士    坪 倉 道 明 

         川 嵜 洋 祐 

主 文 

１ 一審原告の控訴及び訴えの追加的変更に基づき，原判決主文第３項，

第４項及び第６項を次のとおり変更する。 

２ 一審被告は，一審原告に対し，３億７３８３万６４７７円，及び，う

ち１億円に対する平成２７年２月１３日から，うち１億３３９１万０６

７６円に対する平成２９年４月１１日から，うち１億０３４０万４９３

３円に対する平成３０年３月１４日から，うち３６１７万８２５２円に

対する平成３０年６月２０日から，うち３４万２６１６円に対する平成

３０年８月５日から，各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

３ 一審原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

４ 一審被告の控訴を棄却する。 

５ 訴訟費用は，第１，２審を通じて，これを５分し，その４を一審原告

の負担とし，その余を一審被告の負担とする。 

６ この判決は，第２項に限り，仮に執行することができる。 

７ 一審原告及び一審被告について，この判決に対する上告及び上告受理

申立てのための付加期間を３０日と定める。 

８ なお，原判決主文第１項及び第２項は，一審原告の訴えの取下げによ

り，失効している。 

事 実 及 び 理 由 

 用語の略称及び略称の意味は，本判決で付するもののほか，原判決に従う。原判

決中の「別紙」を「原判決別紙」と読み替える。 

第１ 当事者の求めた裁判 

 １ 一審原告の控訴及び訴えの追加的変更について 
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  (1) 一審原告 

   ア 原判決主文第３項を次のとおり変更する。 

   イ 一審被告は，一審原告に対し，●●●●●●●●●●●●●，及び，う

ち１億円に対する平成２７年２月１３日から，うち１８億２９１８万３７２０円に

対する平成２９年４月１１日から，うち●●●●●●●●●●●●に対する平成３

０年３月１４日から，各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え（一審原告

は，当審において，①第１審で求めていた１９億２９１８万３７２０円の損害賠償

及びこれに対する遅延損害金の請求について，特許権侵害行為の終期を平成３０年

８月５日まで拡張して，請求額を上記のとおり拡張し，②第１審で求めていた被告

各製品の製造販売等の差止め及び廃棄の各請求を取り下げた。）。 

  (2) 一審被告 

 一審原告の控訴及び当審における追加請求をいずれも棄却する。 

 ２ 一審被告の控訴について 

  (1) 一審被告 

   ア 原判決のうち一審被告敗訴部分を取り消す。 

   イ 一審原告の請求を棄却する。 

  (2) 一審原告 

 一審被告の控訴を棄却する。 

第２ 事案の概要 

 １ 事案の経緯等 

  (1) 本件は，発明の名称を「２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオ

ン」とする本件特許権を有する一審原告が，一審被告に対し，一審被告が被告各製

品を製造し，販売し，譲渡し，貸渡し，輸入し，又は譲渡等の申出をすることは，

本件特許権を侵害すると主張して，①特許法１００条１項及び２項に基づき，被告

各製品の製造販売等の差止め及び廃棄を求めるとともに，②被告製品２に係る特許

権侵害の不法行為並びに被告製品１に係る一審被告及び全農らの共同不法行為によ
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る損害賠償（対象期間は，いずれも平成２２年９月２４日～平成２８年９月３０

日）として，１９億２９１８万３７２０円（特許法１０２条３項により算定される

損害額並びに弁護士及び弁理士費用の合計額），及び，うち１億円に対する不法行

為後の日（訴状送達の日の翌日）である平成２７年２月１３日から，うち１８億２

９１８万３７２０円に対する不法行為後の日（平成２９年４月７日付け訴えの追加

的変更申立書送達の日の翌日）である平成２９年４月１１日から，各支払済みまで

民法所定年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた事案である。 

  (2) 原審は，①被告各製品は，本件各発明の技術的範囲に属する，②本件各発

明は実施可能要件違反及びサポート要件違反の無効理由を有するが，本件訂正によ

ってそれらの無効理由は解消され，訂正の再抗弁が成立する，③被告製品１に係る

一審被告及び全農らの共同不法行為は認められないなどと判断した上で，被告製品

２の製造販売等の差止め及び廃棄，並びに，損害賠償金２億００２８万０５７４円

及びこれに対する遅延損害金（１億円に対する平成２７年２月１３日から，１億０

０２８万０５７４円に対する平成２９年４月１１日から，各支払済みまで年５分の

割合による金員）の支払の限度で，一審原告の請求を認容し，その余の請求を棄却

した。 

  (3) 一審原告及び一審被告は，いずれも，原判決を不服として控訴した。 

 また，一審原告は，前記第１の１(1)イのとおり，被告各製品の製造販売等の終

期を平成３０年８月５日まで拡張して，損害賠償請求を●●●●●●●●●●●●

及びこれに対する遅延損害金（うち１億円に対する不法行為後の日〔訴状送達の日

の翌日〕である平成２７年２月１３日から，うち１８億２９１８万３７２０円に対

する不法行為後の日〔平成２９年４月７日付け訴えの追加的変更申立書送達の日の

翌日〕である平成２９年４月１１日から，うち●●●●●●●●●●●●に対する

不法行為後の日〔平成３０年２月２日付け控訴状及び訴え変更申立書送達の日の翌

日〕である平成３０年３月１４日から，各支払済みまで民法所定の年５分の割合に

よる金員）に拡張するとともに，被告各製品の製造販売等の差止め及び廃棄の各請
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求を取り下げた。 

 ２ 前提事実 

 本件の前提事実（当事者間に争いがないか，後掲の証拠及び弁論の全趣旨により

認められる事実）は，下記(1)及び(2)のとおり原判決を補正するほかは，原判決の

「事実及び理由」欄の第２の２に記載のとおりである。 

  (1) 原判決５頁２１行目～２２行目を，次のとおり改める。 

「 本件審決に対する取消訴訟について，知的財産高等裁判所は，平成３０年１月

２２日，請求棄却判決をし，最高裁判所は，同年１２月７日，上記判決に対する上

告受理申立てについて，不受理決定をしたことから，本件審決は，確定した。 

（以上につき，甲１６，４８，４９，５４，７８，１０２，乙１０，４７，弁論の

全趣旨）」 

  (2) 原判決１１頁４行目の後に，行を改め，次のとおり挿入する。 

「 (8) 被告製品２の売上高 

 特許法１０２条３項の実施料相当額の算定の基礎となるべき被告製品２の売上高

は，別紙『損害論に係る主張及び判断』の第１記載のとおりである。」 

 ３ 争点 

 本件の争点は，原判決の「事実及び理由」欄の第２の３に記載のとおりである。 

 ４ 争点に対する当事者の主張 

 本件の争点に対する当事者の主張は，下記(1)のとおり原判決を補正し，下記(2)

及び(3)のとおり当審における当事者の補充主張を加えるほかは，原判決の「事実

及び理由」欄の第３に記載のとおりである。 

  (1) 原判決の補正 

   ア 原判決２０頁１１行目に「発明の詳細な記載」とあるのを「発明の詳細

な説明」と改める。 

   イ 原判決２５頁１２行目に「本件各発明の構成を当業者が容易」とあるの

を「本件各発明の構成を容易」と改める。 
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   ウ 原判決２８頁７行目～８行目に「Ｃ３～Ｃ３アルキニレン鎖」とあるの

を「Ｃ２～Ｃ３アルキニレン鎖」と改める。 

   エ 原判決３１頁１６行目～１７行目に「本件特許明細書」とあるのを「本

件明細書」と改める。 

   オ 原判決３２頁１０行目に「本件各訂正の構成を」とあるのを「本件各訂

正発明の構成を」と改める。 

   カ 原判決３６頁２行目に「訂正訂正発明」とあるのを「本件各訂正発明」

と改める。 

   キ 原判決３６頁１０行目に「本件訂正発明」とあるのを「本件各訂正発

明」と改める。 

   ク 原判決３８頁１５行目～４４頁７行目を，次のとおり改める。 

「５ 争点５（一審原告が受けた損害の額）について 

 【一審原告の主張】 

 別紙『損害論に係る主張及び判断』の第２記載のとおりである。 

 【一審被告の主張】 

 別紙『損害論に係る主張及び判断』の第３記載のとおりである。」 

  (2) 当審における一審原告の補充主張 

   ア 争点１（被告各製品は本件各発明の技術的範囲に属するか）について 

    (ｱ) 本件特許の請求項１の特許請求の範囲の記載における，「酸素原子に

よって中断された，・・・エチレン鎖」とは，文言上，エチレンを構成する二つの

炭素原子を酸素原子が中断していること（－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－）を示してい

る。 

 本件特許登録時の特許請求の範囲及び明細書の記載によると，請求項１の「Ｃ２

アルケニレン鎖」及び「Ｃ２アルキニレン鎖」，明細書【０００２】の「Ｃ１アルキ

レン鎖」，「Ｃ２アルケニレン鎖」及び「Ｃ２アルキニレン鎖」の記載が誤記である

ことは明白である。一審被告は，この誤記と矛盾なく解釈すべきものと主張する
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が，かえって，特許請求の範囲の「鎖」を中断するとの記載や，明細書全体の記載

に反することになる。 

    (ｲ) 本件明細書には，テフリルトリオンのＸ１（ＣＨ２ＯＣＨ２）とＨｅｔ

のヘテロシクリル基がそれぞれ記載され，組合せとしても，類似性の高い組合せが

示されているから，テフリルトリオンの化学構造は本件明細書に記載されている。 

 また，本件明細書には，テフリルトリオンを含む本件特許化合物の生産方法・使

用方法が開示されている。 

    (ｳ) 拒絶理由通知を受けて削除された請求項６～８は，本件各発明とは別

の発明に関するものであり，それらについて特許査定を受けることを諦めたとして

も，本件各発明について，実際に除草活性組成物等として使用されるものを除いて

特許査定を受けたことが外形的に示されているということはできず，また，第三者

がそのように信頼するということもできないから，一審原告が除草活性組成物等で

ある被告各製品に対して本件特許権を行使することが信義則に反するとはいえな

い。 

   イ 争点３－１（本件訂正は訂正要件を満たすか）について 

    (ｱ) 本件訂正におけるＲ１，Ｒ２及びＸ１の訂正（構成要件１Ｂ，１Ｃ①及

びＥの訂正）は，いずれも択一的に記載されていた発明特定事項を削除して一部の

みとするものであり，また，本件訂正におけるＨｅｔの訂正（構成要件１Ｆ及び３

Ａの訂正）は，本件明細書の【００６１】に記載された具体例，【００７１】の表

Ａに記載されたＨｅｔの具体例，【０１３１】，【０１３４】，【０１３５】及び表３

７に記載された実施例に基づいて導き出される構成の中から，原料を入手できる範

囲で当業者が生産できる旨の本件審決予告の見解を踏まえ，本件優先日以前に入手

可能であった原料から得られるＨｅｔに限定したものである。 

 このように，本件訂正は，願書に添付した明細書，特許請求の範囲又は図面に記

載した事項の範囲内においてされたものである。 

    (ｲ) 本件明細書には，本件訂正後の置換基Ｘ１と置換基Ｈｅｔの組合せで
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あれば本件各発明に係る化学物質を生産できるという技術的事項が当初から記載さ

れている。また，本件訂正は，本件審決予告において実施可能要件を充足すると判

断された化合物のみを含むように，明細書中に明示的に記載されている置換基によ

り特許請求の範囲を減縮訂正するものであり，通常の実務で認められたものにすぎ

ない。 

 したがって，知財高裁平成１８年（行ケ）第１０５６３号同２０年５月３０日大

合議判決の「特段の事情」はない。 

   ウ 争点３－２（本件訂正により無効理由が解消するか）について 

    (ｱ) 訂正明細書には，次のとおり，当業者が本件各訂正発明のすべての化

合物を合成するに十分な情報が記載されている。 

     ａ 本件各訂正発明の化合物は，以下の構造を有し，その生産ができる

か否かについては，赤で囲んだ部分（－Ｘ１－Ｈｅｔ）の結合が生ずるか否かが問

題とされており，その余の部分の結合形成ができることは，争いがない。 

    

 そして，訂正後の請求項１によると，この赤で囲んだ部分は，①－ＣＨ２Ｏ－Ｈ

ｅｔ（Ｈｅｔは，オキシラニル，２－オキセタニル，３－オキセタニル，２－テト

ラヒドロフラニル，３－テトラヒドロフラニル，２－テトラヒドロチエニル，２－

ピロリジニル，２－テトラヒドロピラニル，２－ピロリル，５－イソオキサゾリ
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ル，２－オキサゾリル，５－オキサゾリル，２－チアゾリル，２－ピリジニル，１

－メチル－５－ピラゾリル，１－ピラゾリル，３，５－ジメチル－１－ピラゾリル

又は４－クロロ－１－ピラゾリルの１８種類のいずれか。以下，「結合Ａ」とい

う。）又は②－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－Ｈｅｔ（Ｈｅｔは上記１８種類のいずれか。以

下，「結合Ｂ」という。）である。 

 ①結合Ａ（－ＣＨ２Ｏ－Ｈｅｔ）を形成するためには，ＨＯ－Ｈｅｔの構造の原

料（アルコール）であって，Ｈｅｔとして上記１８種類のいずれかを有するものが

必要となり，②結合Ｂ（－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－Ｈｅｔ）を形成するためには，Ｈ

Ｏ－ＣＨ２－Ｈｅｔの構造の原料（アルコール）であって，Ｈｅｔとして上記１８

種類のいずれかを有するものが必要となるが，これらの出発物質であるアルコール

が本件特許出願時に入手可能であったことは，ＣＡＳレジストリ物質レコード（甲

３８，５１）より明らかである。 

     ｂ 訂正明細書には，化合物の製造スキームとして，次のとおり，方法

Ｃ（【００５０】～【００５７】）が記載されている。 

「【００５０】 

方法Ｃ： 

適当な置換ヘテロシクリルＶⅠⅠを安息香酸エステルⅤｂで置換して，本発明の安

息香酸エステルＩＩＩｃを得る； 

【００５１】 

【化１４】 

 

〔判決注・赤丸は一審原告が付したものである。(以下，同じ。)〕」 

 上記式には，左辺に示された式Ⅴｂの化合物（出発材料・原料）の「Ｘ２－Ｌ
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２」と，式ⅤⅠⅠの化合物（出発材料・原料アルコール）の「Ｘ３－ＯＨ」が反応

して，右辺の式ⅠⅠⅠｃの化合物中，Ｘ１を形成していることが示されている。ま

た，訂正明細書【００５１】には，上記反応では，式ⅤⅠⅠの化合物のプロトン

（Ｈ＋）を除去し（脱プロトン化），式Ⅴｂの化合物のＬ２（脱離基）を脱離させ

て，Ｘ２－Ｏ－Ｘ３の結合を形成することが記載されており，このように形成され

たＸ２ＯＸ３が上記反応式の右辺では基Ｘ１として説明されている。なお，式Ⅰａの

化合物（本件各訂正発明の化合物）は，式ⅠⅠⅠｃの化合物（中間体）のＭをＱ

（式ⅠⅠのシクロヘキサン－１，３－ジオン。【００１４】，【００１５】，【００１

７】）に転化して得られるものであり，式Ⅰａの－Ｘ１－Ｈｅｔ－と式ⅠⅠⅠｃの

－Ｘ１－Ｈｅｔ－とは同義である。 

 そして，本件各訂正発明のＸ１のうち，－ＣＨ２Ｏ－の結合の形成は，訂正明細

書の製造実施例で具体的な反応条件と共に開示されている（【０１３０】～【０１

３５】の工程ｂ〔【０１３２】〕）。工程ｂの反応式は，次のとおりである。 

 

 また，上記【００５１】【化１４】の反応式の，Ｘ２－Ｌ２とＸ３－ＯＨとが反応

してＸ２－Ｏ－Ｘ３となる反応は，ウィリアムソンエーテル合成として古くから有
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機化学者に知られたものである。それにもかかわらず，訂正明細書では，方法Ｃと

して一般式を示し，材料の使用量（【００５２】），使用する塩基の種類及び使用量

（【００５３】，【００５４】），溶媒の例（【００５５】），反応温度（【００５６】），

後処理（【００５７】）について，丁寧な説明を加え，実施例では工程ｂとして実際

の合成結果を示しているのである。当業者は出発材料に応じた反応条件を適宜選択

するから，本件各訂正発明は，実施可能要件を充足している。 

    (ｲ) ２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物は，本件特許

出願時の１９９７年頃には，世界の主要国において研究が進み，同化合物により植

物の代謝に関与する酵素の活性を阻害して除草が行われることや，その製造に関す

る見識が広まっていた。このように，当業者により，ベンゾイルシクロヘキサンジ

オンという除草作用が認められるものについて，いろいろな化合物の開発が試みら

れようとしている状況において，当業者は，本件明細書の記載を見ると，次のとお

り，本件各発明の化合物が，良好な除草作用を有することを理解し，これを除草剤

として使用することができる。 

     ａ 本件明細書【０００４】，【０００５】及び乙１～４の各【０００

３】に記載されているとおり，従前から２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－

ジオン化合物は，除草特性を有する化合物として知られていた。 

 また，乙１～４は，いずれも「シクロヘキサンジオン誘導体および除草剤」であ

り，いずれも「優れた除草活性と作物に対する安全性を有する」とされ，除草特性

（非栽培領域の植生を制御する特性と，栽培植物に影響を与えずに望ましくない植

物を除草する特性）が示されている。 

 そこで，本件各訂正発明の化合物の化学構造と，乙１～４の化合物の化学構造と

の共通性から，当業者は，本件各訂正発明の化合物に除草特性があることを認識す

ることができる。 

     ｂ 一審被告は，乙６２の化合物番号５５の化合物が全ての実験された

雑草に対して損傷を与えなかったと主張するが，乙６２で実験された雑草は，わず
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か７種類にすぎない。ある種類の雑草についての実験で効果がなかったとしても，

他の多くの種類の雑草で効果が認められれば足りる。むしろ，乙６２においては，

化合物番号５５を除き，化合物番号１～９３のほとんどのものについて，良好な除

草特性があることが示されている（１６頁～１９頁）。 

 乙６３についても，４種類の雑草について実験したものにすぎないから，同様の

ことがいえる。 

 乙６４についても，挙げられている何十種類かの化合物のうちの化合物１０が，

多くの温帯イネ科雑草のうちの数種類の雑草に対して，十分な除草活性を示さなか

ったことが記載されているだけである。 

 対象とする栽培植物にかかわる多くの雑草のうちに，その骨格の置換基及び他の

置換基との組合せによって十分な除草活性を示さない雑草が存在するとしても，２

－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物の一般に知られている除草活

性を否定するものとはいえない。 

 本件各訂正発明は，従来から除草効果が認められているベンゾイルシクロヘキサ

ンジオンという大きな分子の一部の置換基を変更して除草作用を確保しつつ作物へ

の安全性を高めたものである。 

   エ 争点３－３（被告各製品は本件各訂正発明の技術的範囲に属するか）に

ついて 

 被告各製品が本件各訂正発明の技術的範囲に属することは，前記アのとおりであ

る。 

   オ 争点４－２（一審被告及び全農らの共同不法行為が成立するか）につい

て 

    (ｱ) 一審被告らの共同不法行為を基礎付ける事情については，次のとおり

であり，これらの事情を総合的に考えると，一審被告は，全農と共同して，テフリ

ルトリオンを含有する農薬混合剤を開発し，共同で農薬登録を得て，共同してビジ

ネスを行っている。 
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     ａ 農業協同組合新聞の２０１０年３月５日号（甲７９）において，全

農の常務理事は，一審被告の農薬製品（被告製品２）でも，北興の農薬製品でもな

く，被告製品１を原体とする農薬製品（新規水稲用除草剤ＡＶＨ－３０１〔有効成

分名：テフリルトリオン〕）について，難防除雑草問題を解決する生産者のメリッ

ト，高い安全性の確認による消費者のメリット，コスト削減のメリットを指摘し

て，防除暦や注文書への採用を訴えている。 

 また，農業協同組合新聞の同月８日号（甲８０）によると，一審被告，全農及び

北興の共同記者会見において，一審被告の社長は，「ドイツで生まれ，日本で育っ

た除草成分です」として，被告製品１について述べたほか，全農の肥料農薬部長

は，一審被告が販売する被告製品２だけではなく，全農が輸入し，北興などに販売

する被告製品１を原体として製造される農薬製品について，今後の普及展開の方向

性を述べており，この発言は，一審被告，全農及び北興が，テフリルトリオンの開

発，普及展開について共同していることを示している。 

     ｂ 被告製品１は，テフリルトリオン原体であり，農薬取締法上の農薬

登録に原体登録は存在しないから，被告製品１について農薬登録を受けているわけ

ではないが，被告製品２について農薬登録を得るためには，その原体である被告製

品１の製造方法及び製造場所について詳細に記載しなければならないし，原体に含

有される不純物についても記載しなければならない。 

 したがって，第三者がテフリルトリオンを含有する農薬の登録を受けるために

は，農薬登録申請書に記載された農薬原体に関する情報を参照できるように一審被

告らに同意書を発行してもらう必要がある。このことは，農薬取締法の規定から導

かれる事項である。 

     ｃ 第三者が混合剤の農薬（テフリルトリオンに別の成分を追加した農

薬）を製造するためには，一審被告らから情報提供を受け，技術指導を受ける必要

がある。このことは，次の事実からも裏付けられる。 

 被告製品１を原体として農薬製品を製造販売するためには，その者も農薬登録を
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得る必要があるが，被告製品１の情報が開示されなければ，農薬登録を受けて，混

合剤開発，製剤開発，製造等を行うことは不可能である。被告製品１の製造方法

は，農薬登録に必須であるが，農薬登録の記載内容は企業秘密として公開されてい

ないから，開発者である一審被告の親会社が具体的に開示しなければ，農薬登録の

申請において，その製造方法を記載することができない。テフリルトリオンを主要

成分とする農薬を製造販売している日産化学や他社が，どの会社から同意書を得て

いるかは不明であるが，一審被告，全農及び北興の３社連名又はいずれかの１社か

ら同意書を得なければ，登録は取得できない。 

 また，全農が第三者に対して被告製品１の製造を委託するにも，その第三者が被

告製品１を製造するためにも，一審被告（又はその親会社）が協力して被告製品１

の製造方法及び使用方法について情報を提供して技術指導を行う必要があり，技術

指導を行った。これは，テフリルトリオンの開発段階ではない。 

 さらに，一審被告又はその親会社の技術指導及びこれによる農薬登録は，仮に開

発段階に行われたものであったとしても，テフリルトリオン（被告製品１）の製造

及び輸入を全農に行わせることを可能とし，これにより，一審被告及び他社にテフ

リルトリオン（被告製品１）を有効成分とする被告製品２等の農薬を譲渡させるこ

とを可能としたのであり，これらを目的としてされたものである。 

 加えて，平成２８年４月１３日にも，一審被告及び全農のテフリルトリオン（被

告製品１）を原体とする農薬登録が継続してされており（甲８６），一審被告及び

全農の開発行為は，本件訴訟係属後も，継続してされている。農薬登録を得るため

の試験は，本件特許権の有効期間中に積極的に販売することを目的としてされた積

極的な侵害準備行為である。 

     ｄ テフリルトリオンの農薬抄録（甲３の１）の各頁のヘッダーに「本

資料に記載された情報に係る権利及び内容の責任は全国農業協同組合連合会，北興

化学工業株式会社及びバイエルクロップサイエンス株式会社にある。」と記載され

ているとおり，被告製品１（テフリルトリオン）に何らかの不具合があれば，これ
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についての責任保証は，売主としての責任，開発者としての責任を，共同して，原

体の登録を得ている３社が負っている。 

     ｅ 一審被告の特許（特許第５００５８５２号）は，本件特許出願の後

願に係るもので，本件特許発明と同一性を有する発明を対象としているから，一審

被告の特許発明の実施は，先願の本件特許発明の実施に当たり，本件特許権の侵害

行為を構成する。したがって，一審被告の上記特許の有効，無効を議論するまでも

なく，全農から一審被告への被告製品１の販売利益の配分は，本件特許権の侵害行

為に該当する共同事業から得られた利益の配分である。 

 共同事業でなくても，単なるロイヤルティを受領する場合はあるが，前記ａのよ

うな販売促進活動が共同で行われ，前記ｂ及びｃのような技術供与が一審被告によ

り行われたことに照らすと，上記利益を得ていることは，一審被告の客観的及び主

観的共同行為を裏付ける。 

 共同開発契約書（乙６８の１）によると，一審被告の受領する利益配分は，ロイ

ヤルティに尽きるものではなく，●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

事業コストについても共同して負担しているのであり，被告製品１の販売事業にお

ける収益及び費用を全て共有しているから，実質的に共同事業を行っている。 

 被告製品１の販売量が増えれば，一審被告に対する利益の配分額が増えるから，

一審被告にとって，全農による被告製品１の販売の拡大についてのインセンティブ

となっている。 

     ｆ 被告製品１（テフリルトリオン）の製造，輸入及び販売についての

商流は，一審被告及び全農らによって合意された独占の商流だけであり，別の商流

は存在しない。 

 一審被告と全農は，一審被告のための商系ルートのマーケットと，全農のための

系統ルートのマーケットとで市場を２分して販売し，一審被告及び全農は，日本の
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市場で使用されるテフリルトリオンを輸入し，日本のマーケットで販売することに

よって共同の利益を得ている（以下，全農を通じる販売ルートを「系統ルート」，

卸店，小売店を通じる販売ルートを「商系ルート」という。）。 

     ｇ 被告製品１の営業行為は，一審被告及び全農らによって共同で行わ

れている。このことは，次の事実からも裏付けられる。 

 一審被告の営業行為は，全農をはじめとする水稲用除草剤製造者などに働きかけ

て被告製品１の採用をしてもらうことであり（甲８２，８４，８５），この営業行

為の結果として，全農の農作物生産者に向けたパンフレットにおいて，全農の被告

製品１を原体とする農薬，一審被告の被告製品２及び北興の被告製品１を原体とす

る農薬が掲載されている。 

 一審被告は，全農の農作物生産者に向けたパンフレットに掲載されている，全農

の被告製品１を原体とする農薬，一審被告の被告製品２及び北興の被告製品１を原

体とする農薬のうち，被告製品２が販売された場合に大きな利益を得るが，これら

のどの農薬が販売されても，農薬の有効成分である被告製品１の輸入販売による利

益を得る。そして，これらは，使用目的が異なるために，一審被告は，被告製品２

だけの売り込みをするのではなく，目的に応じた売り込みを行わなければならず，

必然的に被告製品１を原体とするあらゆる農薬の売り込みを行うことになるのであ

る。 

 農業協同組合新聞の２０１０年３月５日号（甲７９）において，全農の常務理事

は，一審被告の農薬製品（被告製品２）でも，北興の農薬製品でもなく，被告製品

１を原体とする農薬製品（新規水稲用除草剤ＡＶＨ－３０１〔有効成分名：テフリ

ルトリオン〕）について，メリットを指摘して，防除暦や注文書への採用を訴えて

いることは，前記ａのとおりである。 

    (ｲ) 以下のとおり，全農による被告製品１の製造委託，輸入は，まず一審

被告のためのものであり，一審被告が自ら使用しない被告製品１も，一審被告が使

用するものと共に，一審被告に販売利益の配分をすることで輸入されており，すべ
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ての事実を一審被告が認識し，そして，最初だけであるとしても，一審被告による

原体である被告製品１の製造及び使用に関する技術指導は，現在に至るまでの被告

製品１の製造委託，輸入及び被告製品１を原体とする農薬の製造のためのものであ

り，すべての被告製品１及び被告製品１を原体とする農薬の取引，使用について，

技術の実施許諾をしている。 

 このように，一審被告は，全農と，被告製品１の製造委託，輸入及び販売につい

て，主観的及び客観的に共同して行為をしており，共同不法行為が成立する。 

     ａ 一審被告と全農の被告製品１に関する取引は，その目的を両者が認

識して，技術指導を行い，共同して農薬登録を得て，農薬原体である被告製品１を

原体メーカーに製造委託，輸入し，全農が一審被告に譲り渡している。一審被告

は，対象年度に被告製品２に使用するテフリルトリオンの見込量を全農に伝えるこ

とがあり，全農からテフリルトリオンを輸入している（乙６９）。 

 一審被告と全農とは，平成２８年４月１３日，①テフリルトリオン・トリアファ

モン粒剤の農薬について，一審被告がカウンシルコンプリート１キロ粒剤（農薬登

録第２３７９２号。甲９０の１），全農（子会社である全農グリーンリソース）が

ボデーガードプロ１キロ粒剤（農薬登録第２３７９３号。甲９０の２）の名称で，

②テフリルトリオン・トリアファモン水和剤の農薬について，一審被告がカウンシ

ルコンプリートフロアブル（農薬登録第２３７９４号。甲９０の３），全農（子会

社である全農グリーンリソース）がボデーガードプロフロアブル（農薬登録第２３

７９５号。甲９０の４）の名称で，③テフリルトリオン・トリアファモン粒剤の農

薬について，一審被告がカウンシルコンプリートジャンボ（農薬登録第２３７９６

号。甲９０の５），全農（子会社である全農グリーンリソース）がボデーガードプ

ロジャンボ（農薬登録第２３７９７号。甲９０の６）の名称で，同一成分，同一配

合，同一登録内容の親子の農薬登録を取得し，また，一審被告が全農に対し一審被

告が保有する「ボデーガード」の商標（商標登録第３２５７０６９号。甲９１）の

使用許諾を行い，さらに，一審被告と全農とで，流通ルートを系統ルートと商系ル
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ートとに分割して販売している（甲９２の１・２，甲９３）。 

     ｂ 全農と北興の被告製品１に関する取引は，その目的を両者が認識し

て，一審被告が技術指導を行い，３者が共同して農薬登録を得て，農薬原体である

被告製品１を原体メーカーに製造委託，輸入し，全農が北興に譲り渡している。 

 北興と全農とは，平成２２年２月１８日，①オキサジクロメホン・テフリルトリ

オン粒剤の農薬について，北興がホクコーエーワン１キロ粒剤（農薬登録第２２６

０６号。甲９４の１），全農がＪＡエーワン１キロ粒剤（農薬登録第２２６０７

号。甲９４の２）の名称で，②オキサジクロメホン・テフリルトリオン粒剤の農薬

について，北興がホクコーエーワンジャンボ（農薬登録第２２６０８号。甲９４の

３），全農がＪＡエーワンジャンボ（農薬登録第２２６０９号。甲９４の４）の名

称で，③オキサジクロメホン・テフリルトリオン水和物の農薬について，北興がホ

クコーエーワンフロアブル（農薬登録第２２６１０号。甲９４の５），全農がＪＡ

エーワンフロアブル（農薬登録第２２６１１号。甲９４の６）の名称で，同一成

分，同一配合，同一登録内容の親子の農薬登録を取得し，また，北興が全農に対し

北興が保有する「エーワン」の商標（商標登録第５３０７９５８号〔甲９５の

１〕，第５３６３９４号〔甲９５の２〕，第４４５４１９８号〔甲９５の３〕）の使

用許諾を行った。これらの農薬は，テフリルトリオンを主たる原体とするものであ

り，全農が原体を輸入して，全農が北興に対して原体を売り渡し，北興がこの原体

を原料として農薬を製造している。 

     ｃ すべての取引について，次の事実がある。 

 原体であるテフリルトリオンは，一審被告（又はその親会社）が開発したもので

あり，その使用に関しては，開発者である一審被告（又はその親会社）の技術指導

が不可欠である。仮に，最初の指導だけであっても，継続した被告製品１を原体と

する農薬の製造を認識し，それを目的として行われたものであるから，少なくとも

特許権侵害行為の幇助及び教唆に該当する。 

 全農による被告製品１の製造委託及び輸入は，一審被告の全農に対する注文を受



 - 19 - 

けて一審被告に対して販売するとともに，北興に対する販売も行われている。 

 一審被告の親会社の特許権の発明について，一審被告の親会社が全農及び農薬メ

ーカーである北興に対して，すなわち，被告製品１に係るすべての取引に関して実

施許諾を行っている。 

 全農による被告製品１の輸入及び販売について，全農は，一審被告に対し，利益

を分配している。これは，一審被告の特許権の発明の実施に対するロイヤルティの

性格があったとしても，一審被告による原体である被告製品１の製造及び使用に関

する技術指導に対する対価を含むものであり，共同事業の利益の分配にほかならな

い。 

     ｄ 一審被告，全農及び北興は，平成２２年２月１８日，テフリルトリ

オン粒剤について，いずれも一審被告の商標であるマイティーワンの名称を付し

て，北興のホクコーマイティーワン１キロ粒剤の名称の農薬（農薬登録第２２６０

３号。甲８９の１），全農のＪＡマイティーワン１キロ粒剤の名称の農薬（農薬登

録第２２６０４号。甲８９の２），一審被告のバイエルマイティーワン１キロ粒剤

の名称の農薬（農薬登録第２２６０５号。甲８９の３）を登録した。これは，一審

被告，全農及び北興との間で，同一成分，同一配合，同一登録内容の農薬が販売さ

れることが想定されていたことを示している。 

 一審被告は，マイティーワンはまだ販売されておらず，商標の使用料を受け取っ

たことはないと主張するが，マイティーワンは，単剤登録であるため，原体の登録

に最も近いから，この主張のとおりであるとすると，一審被告は，マイティーワン

を製造，販売目的のものではなく，農薬登録の便宜（テフリルトリオンを含有する

農薬登録取得の際に，テフリルトリオンに関するデータを参照させるために，登録

名義人の同意書を発行して参照を可能とさせるとの目的）のために登録したことに

なる。一審被告が中心となって，自己が製造，販売を目的としていない農薬登録取

得を各社に可能とし，更に自己が保有する登録商標を各社に対し使用許諾し，単剤

製品マイティーワンの農薬登録を全農及び北興に保有可能な状態に置いており，一
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審被告は，これに主体的，積極的に関与している。 

     ｅ 一審被告が開発したテフリルトリオン化合物（被告製品１）を原体

として使用した農薬製品であるボデーガードプロ（甲９７の１），北興エーワン

（甲９７の２），日産ゲットスター（甲９７の３）には，以下の「ＡＶＨ－３０

１」のロゴが付されている。 

    

 「ＡＶＨ」は，一審被告の前身の一つであるアベンティスの開発品コード番号で

あり，一審被告のコードである（甲９６）。 

 また，全農のパンフレット（甲８１）においても，「全農ぐんま推奨農薬『ＡＶ

Ｈ－３０１』」，「ＡＶＨ－３０１とは？ＡＶＨ－３０１はバイエル，北興化学と全

農の３社で共同開発した新しい除草剤の有効成分です。」と説明され，上記のよう

に，その他の各社の製品パッケージにおいてテフリルトリオンを示すものとして表

示されている。 

 このように，一審被告及び全農は，新製品に開発品コードであるＡＶＨ－３０１

を使用することによって，共同で被告製品１（ＡＶＨ－３０１）が各社のテフリル

トリオン（被告製品１）を原体とする農薬製品に含有されていることを意識付け，

被告製品１の販売促進（ブランディングによる相乗効果等）を目指している。 

 そして，そのコードは，一審被告が原体であるテフリルトリオンを開発し，全農

及び北興らと共同で販売の促進を行っていることを示すものである。 

     ｆ 農業協同組合新聞の２０１０年１０月８日号（甲９８）に記載され

ているように，「全国的に問題となっているＳＵ抵抗性雑草に卓効を示すことのほ

か成分数が少なく特別栽培米に対応できる剤であり，現場の期待も高い」テフリル
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トリオンを主たる原体とする，「エーワン剤（販売は北興化学），ボデーガード剤

（同バイエル クロップサイエンス，北海道では北海三共，１０月１日からは「ホ

クサン」）」の各農薬が，いずれも全農により販売されている。また，「全国で，全

農県本部や経済連の展示ほ場試験とメーカーが設置する展示圃あわせて５７８４カ

所で試験が計画された。」と記載されているように，農薬としての試験も互いに結

果を共有し，協力して行われている。 

     ｇ 全農（子会社の全農グリーンリソース株式会社）は，インドから，

テフリルトリオンを輸入している。 

 工場の生産スケジュールにもよるが，同じ製造工場を使用するのであれば，生産

時期を合わせるなどの協議がされているであろう。テフリルトリオン（被告製品

１）のＦＯＢ価格が，数量によって変動しているのであれば，一審被告らにとって

は被告製品１の総輸入数量を増やすことで原価の低減が得られることになるので，

共同で被告製品１の総輸入数量を増やす動機となる。 

    (ｳ) 共同開発契約書（乙６８の１）によると，次のとおり，一審被告及び

全農らに被告製品１の製造委託，輸入及び販売について，共同不法行為が成立す

る。 

     ａ 一審被告及び全農らは，テフリルトリオン（被告製品１）について，

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●共同開

発契約書を締結した。 

 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

 このように，開発のみならず，マーケティングに至るまで，共同して行ってきた

ことが示されている。 
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     ｂ 共同開発契約当事者の各自が，原体であるテフリルトリオン（被告

製品１）を含有する農薬製品（混合剤）の販売を行って普及させ，販売数量を増加

させることは，必然的に原体であるテフリルトリオン（被告製品１）の売上げの拡

大につながる。 

 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

 前記(ｱ)ａの農業協同組合新聞の２０１０年３月５日号（甲７９）において，一審

被告，全農及び北興の３者が各自の農薬製品を販売するにもかかわらず，３者の農

薬製品の合計の目標普及面積を設定しているとされているのは，３者が，原体の製

造委託，輸入の一本化を通じた「ＡＶＨの普及集約化による生産コスト・流通コス

トのいっそうの削減につながるメリット」により，各自の農薬製品（混合剤）から

利益を上げるとともに，３０万ｈａに使用される原体から得られる利益を想定して

いたことを意味している。 

     ｃ ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●互いに競争を制限しつつ，合理化，効率化を図り，各当事者

がその農薬製品の売上から利益を上げるにとどまらず，原体（テフリルトリオン）

の使用量を増加させ，その売上を最大化しようとするものである。 

     ｄ 共同開発契約等の合意の下で，一審被告は，特許についてのロイヤ

ルティを受け取るだけでなく，●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
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●●●●●提供又は負担したのが，費用，労務等であろうと，技術であろうと，共

同事業における役割分担又は費用分担の一形態にすぎず，共同行為を基礎付けるこ

とに変わりはない。 

 むしろ，一審被告（又はその親会社）は，被告製品１（テフリルトリオン）の製

造委託，輸入及び販売や，そもそもの共同開発契約の合意に不可欠なテフリルトリ

オンの製造に関する技術を自ら開発して提供し，全農による被告製品１（テフリル

トリオン）の製造委託，輸入及び販売を可能にしたのであり，本件特許権を侵害す

る共同行為において主導的な役割を果たしている。これは，一審被告が本件特許権

侵害の共同行為を行っていることを明確に基礎付けるものである。 

     ｅ ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

 一審被告，全農ら３者は，共同で，被告製品１（テフリルトリオン）の開発，製

造委託，輸入及び販売，各農薬登録という一連の行為を行い，特許権侵害行為を共

同して行っている。 

 全農及び一審被告は，共同開発契約等において，被告製品１の製造（外国におけ

る製造の委託及び輸入）並びに輸入した被告製品１の販売を全農に委ね，全農はこ

れを引き受けている。全農は，一審被告が被告製品１を有効成分とする農薬製品を

開発，販売することを承知しており，一審被告に対し自己の行為が利用されること

を容認している。 

 また，一審被告も，全農による被告製品１の製造販売を認識していただけでなく，

●●●●●●●●●●●●●●●利益配分を得るとともに，被告製品２の製造販売

を行おうとするものであり，全農の行為を利用する意思がある。 
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 以上のように，全農及び一審被告に共謀関係がある場合，全農が一審被告に対し

自己の行為が利用されることを容認しており，一審被告が全農の行為を利用する意

思があるので，共同不法行為が成立する。 

     ｆ 一審被告らによる被告製品１の化合物の開発と，全農による被告製

品１の製造委託，輸入及び販売とは，論理的に互いの存在を不可欠とするものであ

り，また，全農による被告製品１の製造委託，輸入及び販売と，一審被告による被

告製品２の製造販売行為とは，同様に，論理的に互いの存在を不可欠とするもので

ある。ある侵害品の製造と販売のように，論理的に互いの存在を不可欠とする場合

は，共同不法行為が成立する。 

     ｇ 被告製品１を全農が製造委託，輸入及び販売すること，各当事者が

被告製品１を含有する農薬製品を開発し，同農薬製品を製造販売することについて

共同開発契約で合意しており，特許権を侵害する製品を製造販売することについて

共同意思を形成している。●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●特許権を侵害する製品を製造販

売することについて共同意思を形成しているときは，共同不法行為の成立を認める

べきである。被告製品１を製造委託，輸入及び販売する全農も，これを購入する北

興などの農薬製造者も，いずれも，平成２７年３月に提起された本件訴訟を知らさ

れていたと考えられるし，平成２４年に一審原告は一審被告の親会社に対し本件特

許権についての申入れをしている。共同開発契約を締結した３者は，被告製品１が

特許権を侵害する製品であることの認識を有しながら，全農は，製造委託，輸入及

び販売をし，一審被告，北興などは，これを買い受けて使用しているから，具体的

事案に即して判断すれば共同不法行為が成立する。 

  (3) 当審における一審被告の補充主張 

   ア 争点１（被告各製品は本件各発明の技術的範囲に属するか）について 

    (ｱ) 構成要件１Ｅ及び３Ｂの「中断」とは，以下のとおり，Ｘ１を構成す
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る炭素鎖とＨｅｔ又は同炭素鎖とベンゾイル基の結合が断ち切られている構造（Ｘ

１を構成する炭素鎖の端部に酸素原子が結合したもの）と解すべきであり，「Ｘ１が

酸素により中断された，エチレン・・・鎖」とは，エチレン鎖とＨｅｔ又はエチレ

ン鎖とベンゾイル基の間の結合が酸素原子によって断ち切られた構造（－ＣＨ２－

ＣＨ２－Ｏ－又は－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２）と解すべきである。 

 そして，被告各製品に含まれるテフリルトリオン（Ｘ１の位置に－ＣＨ２－Ｏ－

ＣＨ２という構造を有する。）は，「Ｘ１が酸素により中断された，エチレン・・・

鎖」との構造を有しないから（甲３の１），構成要件１Ｅ及び３Ｂを充足せず，本

件各発明の技術的範囲に属しない。 

     ａ 本件特許登録時の特許請求の範囲の請求項１は，「・・・Ｘ１が酸

素により中断された，直鎖又は分岐のＣ２～Ｃ６アルキレン鎖，Ｃ２～Ｃ６アルケニ

レン鎖，またはＣ２～Ｃ６アルキニレン鎖・・・」であるが（甲２の１），Ｃ２アル

キニレン鎖（－Ｃ≡Ｃ－）は，その炭素原子間の結合が三重結合となっており，こ

れを酸素原子により断ち切ることができない。 

 また，本件特許登録時の明細書の【０００２】には，「・・・Ｘ１が直鎖又は分岐

Ｃ１～Ｃ６アルキレン鎖，Ｃ２～Ｃ６アルケニレン鎖，またはＣ２～Ｃ６アルキニレン鎖

｛これら鎖は，酸素または硫黄から選択されるヘテロ原子により遮断されている｝

を表し・・・」と記載されており，【００３０】，【００６３】にも同趣旨の記載があ

るが，Ｃ１アルキレン鎖では炭素原子間の結合（Ｃ－Ｃ）というものを観念できない。 

 そこで，本件特許登録時の請求項１の記載及び本件明細書の記載と矛盾なく「中

断」の意義を解するためには，Ｘ１を構成する炭素鎖とＨｅｔの結合，又は炭素鎖

とベンゾイル基との結合が酸素により断ち切られた構造と解するほかない。 

 このような解釈を採らずに，敢えて「中断」をＸ１を構成する炭素鎖間の結合が

酸素原子によって断ち切られている構造と解して，その矛盾を誤記と強弁すること

は不合理である。 

 化学大辞典（乙１１の１）や理化学辞典第５版（乙１１の２）では，「中断」とい
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う用語が化学用語として定義されておらず，「中断」という用語は，一義的な化学式

の構造を示す用語として共通的な認識を形成するには至っていないから，「中断」の

解釈に当たっては，請求項１や本件明細書の記載を十分に参照しなければならない。 

     ｂ 原判決が指摘する審査官の見解（乙１４）は，「Ｘ１の定義における

『酸素により中断された，直鎖又は分岐のＣ２～Ｃ６アルキレン鎖，Ｃ２～Ｃ６アルケ

ニレン鎖，またはＣ２～Ｃ６アルキニレン鎖』とは，その記載から，両端が炭素原子

に挟まれた酸素原子を有するもののみを意図するものと解されるから，ＣＨ２ＯＣＨ

２等がこれに該当し，・・・」というものであり，単に「その記載」から「中断」の

意義を判断したにとどまるが，炭素原子間の結合が三重結合であり，その間に酸素

原子が挟まれることが観念できない「Ｃ２・・・アルキニレン鎖」も「中断」される

と記載されているのであるから，「その記載」から「中断」の意義を炭素原子の間に

酸素原子が挟まれた構造と解することはできない。 

 また，審査官は，「中断」を両側が炭素原子に挟まれた酸素原子を有するものの

みを意図するものと解されると述べつつ，本件明細書には「ＯＣＨ２ＣＨ２」等の

ように末端に酸素原子を持つ化合物が大量に記載されていることを指摘し，もって

Ｘ１の意義が不明確であることを指摘している。審査官は，本件明細書を一体とし

てみれば，「中断」の意義が両側が炭素原子に挟まれた酸素原子を有するものと解

することはできない旨を述べているのであるから，これを根拠として，原判決のよ

うに解釈することはできない。 

     ｃ 前記ａのとおり，本件特許登録時の請求項１には，Ｃ２アルキニレ

ン鎖という炭素原子間の結合が酸素によって断ち切ることができない構造が含まれ

ているから，請求項において，炭素原子間の結合が酸素によって断ち切られた構造

と，炭素鎖とＨｅｔ又はベンゾイル基との間の結合が酸素原子によって断ち切られ

た構造とが，十分に書き分けられたとはいえない。 

     ｄ 本件明細書（【００１８】，【００２９】～【００５１】）によると，

方法Ｂ及び方法Ｃによって合成される化合物は，式Ⅰで表される化合物であって，
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特許請求の範囲に属する式Ⅰａで表される化合物と一致するものではなく，式Ⅰに

含まれていても式Ⅰａに含まれない化合物がある。したがって，仮に，方法Ｂや方

法ＣによるとＸ１として炭素間に酸素原子が挟みこまれた構造を有する化合物しか合

成できないとしても，それは，式Ⅰａには含まれない式Ⅰで表される化合物の合成

方法を記載しているにすぎないから，式ＩａのＸ１の構造（及び中断の解釈）を直接

左右するものとはいえない。 

 また，本件審決の取消訴訟において，知財高裁は，方法ＣのＸ３には炭素原子数

が零の場合，すなわちＸ３が単結合の場合を含み得ると判断したが（甲７８），こ

れによると，方法ＣにおいてＸ１がＸ２ＯＸ３と特定されていたとしても，Ｘ３が炭

素原子を含まない単結合の場合には，Ｘ１が炭素鎖の炭素原子に酸素原子が挟みこ

まれた構造にはならない。方法Ｂについても同様の理由が当てはまる。 

 さらに，仮に，本件明細書記載の式Ⅰの合成例を式Ｉａの構造の決定のために参

照できるならば，本件明細書記載の式Ｉの合成例によっては，少なくとも一審原告

が主張する「酸素により中断された」「プロペニレン」等の化合物が合成できない

ことも考慮されなければならない。原判決のようにＸ１を炭素間に酸素原子が挟み

こまれた構造と解すると，一審原告の主張する「中断」された「プロペニレン鎖」

（Ｈｅｔを構成する鎖の炭素間が酸素原子によって断ち切られているもの）をＸ１

として有する化合物が本件明細書の方法に従って合成できないから，Ｘ１を炭素間

に酸素原子が挟みこまれた構造と解することは本件明細書の記載と矛盾する。 

    (ｲ) 特許法の趣旨からすると，明細書の記載が不十分な発明に係る特許

は，開示の限度で独占的な権利が与えられているにすぎないと解すべきである。 

 そして，本件明細書には，テフリルトリオンの生産方法・使用方法が開示されて

いるとはいえないから，テフリルトリオンは本件各発明の技術的範囲に含まれない。 

 明細書に単に形式的に特定の化学構造の記載があるにとどまる場合に，これのみ

をもって，その化学構造によりどのような課題をどのようにして解決できるかが当

業者に認識されることはない。本件明細書には，実際に化合物の試験を行ったこと



 - 28 - 

は記載されておらず，除草作用は何ら確認されていないから，本件明細書の記載程

度では，テフリルトリオンを含む本件各発明が課題を解決できると認識することは

できないのであって，テフリルトリオンを課題解決のために使用できたとはいえな

い。 

    (ｳ) 一審原告は，出願の過程で除草用途のための本件各発明を記載した請

求項６～８（以下，「従前の請求項６～８」という。）を削除したが（乙１２～１

５），従前の請求項６～８は，除草効果が裏付けられていないから実施可能要件及

びサポート要件を満たしていないという理由で拒絶査定がされたものであり（乙１

４），出現経緯を確認した当業者であれば，本件明細書には本件各発明が除草効果

を示すことの記載が欠缺していることを容易に理解できる。したがって，当業者で

あれば，本件特許には，除草活性組成物として用いられる化合物に対しては，その

権利を独占する理由がないと信頼することに正当な理由がある。 

 また，一審原告は，除草用途のための本件各発明を記載した従前の請求項６～８

を削除することにより拒絶理由は解消されたと主張し（乙１５），もって本件特許

は登録されるに至ったのであるから，外形上も，除草用途に用いられる本件各発明

に属する化合物については，特許権による保護を受ける利益を放棄したことが明ら

かにされている。 

 したがって，このような従前の請求項６～８が拒絶査定を受けるに至った経緯及

び一審原告がこれを削除した経緯からすると，本件各発明の技術的範囲が除草用途

に用いられる本件各発明に属する化合物にまで及ぶことはないことが外形上示され

ているといえ，第三者がそのように信頼することに正当な理由があるから，除草用

途に用いられるテフリルトリオンについて，本件各発明の技術的範囲に含まれると

して侵害を主張することは，信義則に反する。 

 包袋禁反言の法理において，重要なのは第三者の正当な信頼の有無であり，形式

的に別発明に関する補正であったか否かは重要ではない。従前の請求項６～８は，

「請求項１～３のいずれか」，すなわち本件各発明のもととなる請求項を引用するも
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のとされており（乙１３），本件各発明と密接な関連を有していたのであるから，上

記の経緯からすると，第三者の信頼には正当な理由がある。 

   イ 争点３－１（本件訂正は訂正要件を満たすか）について 

    (ｱ) 特許法１３４条の２第９項により訂正請求の場合に準用されている同

法１２６条５項は，明細書，特許請求の範囲又は図面の訂正について，願書に添付

した明細書，特許請求の範囲又は図面（以下，「特許明細書等」という。）に記載し

た事項の範囲内においてしなければならないとするが，この規定は，訂正後の特許

権が，特許出願時に特許出願人及び発明者が認識していた範囲を超えることを許容

しないとの趣旨を含むものである。 

 そこで，訂正に係る事項が，特許出願人及び発明者がその特許出願時に認識して

いた技術的思想を超えていることが，特許明細書等の記載から明らかな場合には，

そのような事項を付加する訂正は認められず，また，物の発明に係る技術的思想の

創作は，その物を生産し使用することであるから，それらについて，特許出願人及

び発明者がその出願当初から認識していたとは認められない事項を，訂正により付

加することは認められない。 

 本件明細書は，本件各訂正発明の置換基Ｘ１を含んでいるとはいえ，当業者が生

産することができないと本件審決予告で認定された置換基Ｘ１をも有する化学物質

も含めて，本件明細書の「方法Ｃ」により生産できると記載するものである。そし

て，本件明細書には，その余のものについては生産できなくとも，本件各訂正発明

の置換基Ｘ１を有する化学物質であれば，「方法Ｃ」に準じて生産できることをう

かがわせる記載は何もない。 

 また，本件明細書の【００６１】等には，本件各訂正発明の置換基Ｈｅｔを含め

て，極めて多数のヘテロシクリル基及びヘテロ芳香族基の具体的な例示がされてい

るとはいえ，本件各訂正発明の置換基Ｘ１を採用した場合，置換基Ｈｅｔとして本

件各訂正発明の１８種類（又は１５種類）を選択すべきこと，すなわち，本件訂正

後の置換基Ｘ１と置換基Ｈｅｔの組合せを採用した場合には，本件各発明の化学物



 - 30 - 

質が生産できることをうかがわせる記載もない。 

 このような本件明細書の記載に照らすと，本件特許の出願人及び発明者は，本件

特許の出願時に，本件各発明に係る化学物質のいずれもが「方法Ｃ」により生産で

きるとの単なる憶測を有していただけであって，本件各訂正発明に係る特定の置換

基Ｘ１と置換基Ｈｅｔの組合せであれば生産できることなど，全く認識していなか

ったことは明白である。 

 したがって，本件訂正は，本件特許出願人及び発明者が，特許出願時に認識して

いなかった技術的思想を導入することになるから，特許法１２６条５項に違反する。 

    (ｲ) 本件訂正は，形式的には，訂正前の置換基Ｘ１のうちから２種類（酸

素により中断されたエチレン鎖又は－ＣＨ２Ｏ－）を選択し，かつ，訂正前の置換

基Ｈｅｔの選択肢（本件明細書【００６１】，表Ａ及び表３７）のうちから特定の

１８種類（又は１５種類）のものを選択したものといえる。 

 しかし，実質的には，本件審決予告において，本件各発明に係る化学物質のうち

の多くのものが生産できないと認定されたことに対して，上記の置換基Ｘ１と置換

基Ｈｅｔの組合せであれば，本件明細書の「方法Ｃ」に準じて生産できるというも

のである。それにもかかわらず，前記(ｱ)のとおり，本件明細書には，その余のも

のについては生産できなくとも，本件各訂正発明の置換基Ｘ１を有する化学物質で

あれば，「方法Ｃ」に準じて生産できることをうかがわせる記載は何もないし，ま

た，本件各訂正発明の１８種類（又は１５種類）の置換基Ｈｅｔの出発物質がＣＡ

Ｓ ＲＥＧＩＳＴＲＹ物質レコード（甲３８，５１）に登録されていたこと，本件

各訂正発明の置換基Ｘ１を採用した場合には上記置換基Ｈｅｔを選択すべきことを

うかがわせる記載もないから，本件訂正に係る技術的事項は，本件特許の出願当初

から認識も記載もされていなかった。前記のとおり，「方法Ｃ」を含めて実施可能

要件に係る不備のある本件明細書は，上記のような本件各訂正発明を十分に開示し

ていたことにならないから，本件訂正は，知財高裁平成１８年（行ケ）第１０５６

３号同２０年５月３０日大合議判決の「特段の事情」がある場合ということがで
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き，新たな技術的事項を導入するものである。 

    (ｳ) 本件明細書は，化合物を，膨大な数の選択肢を有する一般式の形式で

記載していたにすぎず，本件訂正後の置換基Ｘ１の特定の選択肢群及び置換基Ｈｅ

ｔの特定の選択肢群，並びにそれらの特定の組合せに係る技術的思想を，積極的又

は優先的に選択すべきことは開示も示唆もされていない。 

 そうすると，本件明細書の記載に基づいて，上記特定の選択肢群及びそれらの特

定の組合せに係る具体的な技術的思想を抽出することはできず，そのことが当業者

にとって自明のものでもない。 

 したがって，本件訂正は，本件明細書に記載のない，新たな技術的思想を導入す

るものというほかない。 

   ウ 争点３－２（本件訂正により無効理由が解消するか）について 

    (ｱ) 本件明細書は，本件各発明に係る化合物が当業者の過度の試行錯誤を

要することなく生産できるように記載されていない。これは，本件明細書の「方法

Ｃ」（【００５０】～【００５７】）の記載についても同様である。また，本件明細

書に記載されている合成実施例（【０１３０】～【０１３４】）は，置換基Ｘ１が

「－ＣＨ２Ｏ－」であり，置換基Ｈｅｔが特定の１－メチルピラゾール－５－イル

（ヘテロ芳香族基）についての合成実施例である。 

 そうすると，仮に，当業者が，「方法Ｃ」及び合成実施例の記載から，本件各訂

正発明に係る化合物が生産し得ることを推認できたとしても，それらの記載は化合

物の生産に関して当業者に過度の試行錯誤を要求するものであるから，本件明細書

が，本件各訂正発明に係る化合物を当業者が過度の試行錯誤を要することなく生産

できるように記載しているというためには，本件各訂正発明の各化合物の生産につ

いて，本来は実施可能要件及びサポート要件を満たさない「方法Ｃ」や合成実施例

よりも一層具体的な記載がされていなければならないというべきである。 

 したがって，そのような記載のない訂正明細書に基づいて，本件訂正により実施

可能要件違反及びサポート要件違反が解消するとはいえない。 
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    (ｲ) 一般に，化学物質については，その化学物質の名称や構造から機能を

予測することは困難であり，とりわけ，医薬や農薬の有効成分として要求される機

能，すなわち，生物に対する作用効果を予測することは，極めて困難であるという

のが技術常識である。 

 本件各発明の２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物という名称

を有する化学物質及びベンゾイルシクロヘキサン骨格との構造を有する化学物質に

ついても，それらの名称や構造からだけでは，それらの化学物質の除草効果を予測

することが困難であるとの技術常識が存在した。 

 乙６２（特開昭６３－１０４９３８号公報）には，ベンゾイルシクロヘキサン骨

格を有する化合物が記載されているが，その化合物番号５５は，４ポンド／エーカ

（４．４８ｋｇ／ｈａ）の施与量で用いた場合に，発芽前除草活性（１７頁右上欄

の表）及び発芽後除草活性（１８頁右下欄の表）のいずれにおいても，試験された

全ての雑草に対して損傷を与えなかったことが記載されている。また，乙６２で試

験された７種類の雑草は，乙６２の化合物が「植物種の広い範囲に対し除草剤的に

有効である」ことを示すために試験されたもので，野外に自生する典型的な雑草で

あるし，試験条件も雑草の生育環境として極めて典型的なものである。たしかに，

乙６２には，除草特性を示す多くのベンゾイルシクロヘキサン骨格を有する化合物

が記載されているが，除草活性を示さない化合物番号５５も記載されているから，

当業者は，ベンゾイルシクロヘキサン骨格を有する化合物の除草特性は，同骨格上

の置換基に依存することを合理的に理解する。したがって，２－ベンゾイルシクロ

ヘキサン－１，３－ジオン化合物という名称を有する化学物質又はベンゾイルシク

ロヘキサン骨格構造を有する化学物質であれば除草効果を有しているとはいえない

ことが，当業者において周知の技術事項であった。 

 また，本件出願日後のものではあるが，一審被告の親会社（バイエル・アクチエ

ンゲゼルシャフト）においても，多くのベンゾイルシクロヘキサン骨格構造を有す

る化学物質を調製して，それらの除草活性を確認したが，乙６３（Ａの平成２９年
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１月２６日付け陳述書）に示した六つの化合物は，８０ｇ／ｈａの施与量で事後処

理試験したいずれの雑草に対しても除草活性を全く示さなかった。乙６３で試験さ

れた雑草は，乙６２の７種類の雑草のうちの４種類であるから，典型的な雑草であ

り，当業者は，そのいずれに対しても除草効果が全く認められない化合物が，除草

剤用途に使用できると認識し得るものではない。 

 さらに，本件出願日後のものではあるが，乙６４（「Bioorganic & Medical 

Chemistry 17(2009)4134 頁～4152 頁」掲載の Renaud Beaudegnies 外の論文）の表

２（４１３６頁のＴａｂｌｅ２）には，以下のベンゾイルシクロヘキサン骨格を有

する化学物質のイネ科雑草及び広葉雑草に対する除草活性が記載されている。 

    

 このうち，化合物１０は，置換基Ｒ１～Ｒ５のいずれもが水素（Ｈ），すなわち未

置換の化学物質であるから，ベンゾイルシクロヘキサン骨格そのものであるが，表

２によると，この化合物１０は，４０００ｇ／ｈａ（４ｋｇ／ｈａ）以上の施与量

でも，イネ科雑草及び広葉雑草に対して十分な除草活性を示さなかったことが記載

されている。また，乙６４には，「２－置換基〔一審被告注・本件各訂正発明に係

る化合物の置換基Ｒ１に相当する置換基〕は良好な除草活性の絶対条件であり，こ

れが唯一の置換基である場合に電子求引基であることが好ましい（化合物１０～１

６）。」（４１３６頁左欄７行～９行），「２位の電子求引性基を３位〔一審被告注・

本件各訂正発明に係る化合物の置換基Ｘ１と置換基Ｈｅｔの組合せ部分に相当す

る。〕の電子放出性アルコキシ基と組み合わせると，活性が非常に乏しくなってし

まう（化合物１７及び１８）。」（４１３６頁左欄最下行～右欄２行）と記載されて

いる。 

 したがって，事実として，ベンゾイルシクロヘキサン骨格を有していれば，２－
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ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物が当然に除草活性を有するとい

うようなものではなく，この骨格が適切な置換基を有し，かつ，それと他の置換基

との組合せも適切であることが，除草活性発現のための絶対条件なのである。 

 当業者が，ベンゾイルシクロヘキサン骨格構造又は２－ベンゾイルシクロヘキサ

ン－１，３－ジオン化合物との名称を有することのみに基づいて，本件各訂正発明

の化学物質が除草効果を有するものと推認できたということはできない。 

 仮に，当業者が，ベンゾイルシクロヘキサン骨格に着目して，本件各訂正発明に

係る化合物を生産し，その除草活性の有無や特性を確かめてみるために用いること

ができたとしても，そのようなことだけで，本件各訂正発明に係る化合物が，使用

できるものとして，明細書に記載されているというべきではない。 

   エ 争点３－３（被告各製品は本件各訂正発明の技術的範囲に属するか）に

ついて 

 被告各製品に含まれているテフリルトリオンは「Ｘ１が酸素により中断された，

エチレン・・・鎖」との構造を有しないから，被告各製品は構成要件１Ｅ’及び３

Ｂ’を充足せず，本件各訂正発明の技術的範囲に属しないことは，前記アのとおり

である。 

   オ 争点４－２（一審被告及び全農らの共同不法行為が成立するか）につい

て 

 一審被告は，全農と共同して被告製品１の輸入及び販売を行っていないから，共

同不法行為は成立しない。一審原告の主張は，次のとおり，証拠に基づかない単な

る憶測か，一審被告の共同不法行為を基礎付けるに足りないものである。したがっ

て，それらを総合的に考慮しても，共同不法行為の事実は導かれない。 

    (ｱ) テフリルトリオンの農薬抄録（甲３の１）の「本資料に記載された情

報に係る権利及び内容の責任は全国農業協同組合連合会，北興化学工業株式会社及

びバイエルクロップサイエンス株式会社にある。」という記載は，テフリルトリオ

ンを含有する農薬混合物の組成や生物活性などの農薬抄録の記載について責任を負



 - 35 - 

う旨の記載にすぎないから，一審被告がテフリルトリオンの販売先を決定している

ことを示すものではないし，売主としての責任や開発者としての責任を負うもので

はない。 

    (ｲ) 農業協同組合新聞の２０１０年３月５日号（甲７９）の「バイエルク

ロップサイエンス（株），北興化学工業（株）とＪＡ全農の３社がそれぞれの持ち

味を生かし，足かけ６年の歳月を経て農薬登録に至った。抵抗性雑草に対する切り

札として，防除暦や注文書に採用して頂きたい」という記載は，一審被告，全農，

北興の３社が共同開発者であること，その結果全農がテフリルトリオンを成分とす

る農薬を製造し登録したことを述べているにすぎず，一審被告が全農らと共同して

テフリルトリオンを輸入，販売することを示したものではない。 

 また，上記新聞の「主に本剤の魅力は，最近の難防除雑草問題を解決する生産者

のメリット，水稲に対する高い安全性の確認による消費者のメリット，さらに，Ａ

ＶＨの普及集約化による生産コスト・流通コストのいっそうの削減につながるメリ

ットの３点にある。初年度は，展示圃試験を中心に普及性を確認し，平成２３年か

ら本格的な上市を行い，平成２５年には約３０万ｈａの普及面積を目標にしてい

る」という記載は，全農の常務理事が，テフリルトリオンを成分とする農薬をプロ

モーションしているにすぎず，その成分にすぎないテフリルトリオンの輸入及び販

売についての一審被告の関与を示すものではない。 

    (ｳ) 農業協同組合新聞の２０１０年３月８日号（甲８０）の「本剤は３社

を基軸に本年，各地で広く展示ほ試験を実施するなか，ＡＶＨ剤の普及性を確認す

るとともに，同剤の認知度を高め，２０１１年度から本格的な販売につなげてい

く」という記載は，各々が販売するテフリルトリオンを含有する農薬について，そ

れぞれ試験・普及性を確認し，販売していく旨を述べたにすぎず，テフリルトリオ

ン自体の輸入及び販売について言及するものではない。 

 また，上記新聞の「『ドイツで生まれ，日本で育った除草成分です』と話すの

は，バイエル クロップサイエンス社のＢ社長。ＪＡ全農のＣ肥料農薬部長は『２
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０００年にアベンティス（現バイエル）で選抜され，０３年からバイエル クロッ

プサイエンス社，北興化学工業とＪＡ全農で共同開発してきた除草成分』であり，

２０１３年には３０万ｈａを目標にすると今後の普及展開の方向性を語った。」と

いう記載は，テフリルトリオンの開発段階において３社が共同していたこと，全農

の肥料農薬部長がテフリルトリオンを成分として含む農薬の今後の展開の方向性を

述べたことを記載するにすぎず，一審被告がその有効成分にすぎないテフリルトリ

オンの輸入及び販売について共同していたことは示されていない。 

    (ｴ) 農薬登録を受けるときに，有効成分であるテフリルトリオンの製造方

法，製造場所，不純物などの情報が必要であるとしても，一審被告は自らの名義で

情報提供や同意書の発行などしていない。一審被告は，共同開発者である全農が自

ら保有する情報を自らのために使用することに異議を述べなかったにすぎないので

あって，テフリルトリオンの輸入，販売，情報提供及び同意書の発行は一審被告の

実際の関与なく行われているから，一審被告がテフリルトリオンの輸入及び販売を

共同して行っているということはできない。 

 一審原告主張の北興のホクコーマイティーワン，全農のＪＡマイティーワン，一

審被告のバイエルマイティーワンの農薬登録は，テフリルトリオン（被告製品１）

を有効成分とする農薬の登録であって，一審被告が全農によるテフリルトリオン

（被告製品１）自体の輸入，販売に関与したことは何ら基礎付けられない。また，

これらは，「マイティーワン」の名称を含む点では共通するが，各社の名称が付さ

れた別々の名称であって，３社は農薬登録を別々に行っているのであるから，３社

が独自の事業主体として農薬ビジネスを行っていることを裏付けるものである。そ

して，３社は独自の事業主体として農薬ビジネスを行っているのであるから，自ら

が保有する登録商標の使用を他社に許諾したとしても，また，農薬登録制度上，デ

ータの参照を可能にしたとしても，行為の共同性を基礎付けるものではない。 

 一審原告主張のテフリルトリオン・トリアファモン粒剤等の親子の農薬登録や流

通ルートの分割は，あくまでもテフリルトリオン（被告製品１）を有効成分とする
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農薬を対象とするものであって，一審被告が全農によるテフリルトリオン（被告製

品１）自体の輸入，販売に関与したことを何ら基礎付けない。また，親登録と子登

録とは，あくまでも別の名称を有する別の登録であるから，一審被告と全農とが，

それぞれの自社商品について農薬登録を別々に行っていることは，両社が独自の事

業主体として農薬ビジネスを行っていることを裏付けるものである。さらに，同一

成分の農薬について，一審被告の商品及び全農の商品に異なる名称が用いられ，そ

の流通ルートが，事実上，系統ルートと商系ルートで分けられていることは，両社

が独自の事業主体として農薬ビジネスを行っていることの帰結である。そして，両

社が独自の事業主体として農薬ビジネスを行っているのであるから，自己の保有す

る登録商標の使用を他社に許諾したとしても，行為の共同性は基礎付けられない。 

 また，一審原告は，「エーワン」に関する全農と北興との親子の農薬登録に係る

事情を根拠に，全農と北興との共同不法行為の主張をしているが，一審被告と全農

との間の被告製品１（テフリルトリオン）に関する輸入や販売の共同性との関係で

意味のあるものではない。 

    (ｵ) 一審被告は，テフリルトリオン（被告製品１）の買主に対して，情報

提供や技術指導を行っていない。テフリルトリオンの買主に対してテフリルトリオ

ンに関する情報を提供することは，全農が売主として行うことであり，仮に全農が

情報提供を行っていたとしても，一審被告は責任を負わない。 

 一審被告は，テフリルトリオンの開発段階において，全農と共同開発を行ってお

り（乙６８の１），全農は，その開発段階において，テフリルトリオンの原体及びこ

れを用いた農薬混合物に関して，十分な専門的知識を取得している。全農は，第三

者に対して被告製品１の製造を委託する際には，被告製品１の製造・販売を行う主

体として，自らの責任の下で第三者への製造委託を行っており，仮に第三者が情報

提供や技術指導を必要とするのであれば，全農自らの専門的知識の下でこれを行っ

ている。 

 また，本件明細書によってテフリルトリオンを含む本件特許の請求項に記載され
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た化合物を生産することができ，かつ，使用することができるという一審原告の主

張を前提とすると，一審被告らがテフリルトリオンの製造方法及び使用方法につい

て情報提供や技術指導をしなくても，テフリルトリオンの製造販売は現実に可能で

あった。 

    (ｶ) 一審被告，全農及び北興間で締結された共同開発契約書（乙６８の１・

２）は，一審被告の親会社が創生した新規化合物をもとに，３社で共同開発を行う

ことを内容とするものであるが，原体については，３社間で開発，普及を行うこと

が定められているにすぎす，一審被告が北興や全農と共同して原体を輸入すること

や，共同して原体を販売することに関する記載はない。また，●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●３社が何らかの活動を共同して行うことを定めた

具体的規定もない。●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●３社として開発以外の何らかの活動が求められるわけではない。●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●結果として達成さ

れるべき理想が掲げられたにすぎない。 

 共同開発契約書においては，●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●開発完了後の

原体の普及に向けた活動は，利益配分に影響しない。また，一審被告が全農から受

領する販売利益の配分は，一審被告が有するテフリルトリオン（被告製品１）の物

質特許（乙２８）のライセンスに対するロイヤルティとしての性質を有するから

（乙６８の１，１０条），販売利益の配分を受けていることは，一審被告の被告製

品１に係る共同不法行為責任を基礎付けない。ライセンスの法的性質は，ライセン

シーに対して権利を行使しないことを約束するにすぎないと解することができるか

ら，ライセンスを与えた事実をもって，一審被告が全農の被告製品１の輸入及び販
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売につき必要な行為を分担したとはいえず，輸入及び販売に係る行為は全て全農に

おいて行われている。●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●全農は，自らの事業としてテフリルトリオンの輸入，販売を

行っており，事業にかけるコストの選択は，全農が自らの責任のもと，自らの判断

で行っているのであって，一審被告は，判断に関与していない。 

    (ｷ) テフリルトリオン（被告製品１）は，専ら全農によって販売されてい

るが，全農によって商流が独占されていることは，一審被告の共同不法行為責任を

基礎付けない。 

    (ｸ) 一審被告は，テフリルトリオン（被告製品１）の営業行為を行ってい

ない。一審原告指摘の甲８２，８４，８５は，いずれも，一般に一審被告の販売す

る農薬製品を全農に対して普及・販売することがあることを示すのみであって，全

農が販売するテフリルトリオンについて営業活動を行ったことを示すものではな

い。 

 また，一審被告が敢えて他社の農薬混合物の営業活動をしなければならない必然

性などなく，一審被告が必然的にテフリルトリオンを原体とするあらゆる農薬の売

込を行うことになるというのは，単なる憶測にすぎない。 

    (ｹ) 一審被告が全農に対してテフリルトリオンに係る特許権（乙２８）の

ライセンスを与えている以上，全農が適法に販売した被告製品１に関しては上記特

許権の効力は及ばないから，全農からテフリルトリオンを譲り受けた北興に対して

上記特許権のライセンスを与える必要はない。 

    (ｺ) 一審原告主張の「ＡＶＨ－３０１」のロゴは，テフリルトリオン（被

告製品１）を有効成分とする農薬に付されているのであって，各社それぞれが，自

社の農薬の性能又は品質を表示するものとして，自社の農薬の販売促進のために使

用しているにすぎない。各社が自らの判断のもとで使用しているにすぎず，一審被

告が，各社の使用に対して主体的に関与したわけではなく，共同で販売促進をする

ものではない。 
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 また，「ＡＶＨ－３０１」のロゴは，農薬の販売促進のために使用されるものであ

るから，このロゴを通じて被告製品１の販売促進を目指しているとの主張には，論

理の飛躍がある。このロゴの使用は，一審被告が全農によるテフリルトリオン（被

告製品１）自体の輸入，販売に関与したことを基礎付けない。 

    (ｻ) 一審原告は，農業協同組合新聞の２０１０年１０月８日号（甲９８）

の記載を根拠として，一審被告らにおいて，農薬としての試験も互いに結果を共有

し，協力して行われていると主張するが，上記新聞にもその旨の記載はないし，展

示ほ活動は，商品ベースで各社が販売活動を行うものであるから，根拠のない憶測

にすぎない。また，仮に，農薬としての試験の協力，結果の共有があったとして

も，そのことは，一審被告が全農によるテフリルトリオン（被告製品１）自体の輸

入，販売に関与したことを基礎付けない。 

    (ｼ) テフリルトリオンの輸入については，輸入スケジュール，輸入量，販

売先，流通経路等の全ての事項について，全農（平成３０年４月頃からは，全農及

び三菱商事株式会社が各５０％出資して設立したＺＭクロッププロテクション株式

会社。以下同じ）が自ら決定してきており，一審被告がこれについて何らかの指示

や要望を出すことはない（乙６９）。一審被告は，全農の求めに応じて，一審被告

が対象年度に必要とするテフリルトリオンの見込み量を伝えることがあるが，この

ような聴取が行われるのは，テフリルトリオンの納入先である複数の会社も同様で

あるし，全農が，テフリルトリオンの輸入に関する計画を立てる際に，必要な情報

を収集する行為の一環として一審被告から必要とする見込み量を聴取しているにす

ぎず，これに答えたからといって，行為の共同性が基礎付けられるものではない。

一審被告の行為は，テフリルトリオンの購入者として行う通常の活動にすぎない。 

第３ 当裁判所の判断 

 当裁判所は，①被告製品２に係る本件特許権侵害の不法行為の損害の額を特許法

１０２条３項により算定する際に適用すべき実施料率は●●●●が相当であるから，

一審原告の控訴及び訴えの追加的変更に基づき，原判決を変更し，②一審被告の控
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訴は理由がないから，これを棄却すべきものと判断する。その理由は，下記１のと

おり原判決を補正し，下記２のとおり当審における一審原告及び一審被告の補充主

張に対する判断を示すほかは，原判決の「事実及び理由」欄の第４に記載のとおり

である。 

 １ 原判決の補正 

  (1) 原判決７４頁１６行目に「化合物は記載されておらず」とあるのを「化合

物は実施例として記載されておらず」と改める。 

  (2) 原判決７５頁２０行目～２１行目に「除草剤活性組成物」とあるのを「除

草活性組成物」と改める。 

  (3) 原判決８２頁１４行目～８３頁２０行目を，次のとおり改める。 

「 (2) 争点２－１（無効理由１〔サポート要件違反〕は認められるか）について 

   ア 特許請求の範囲の記載が，明細書のサポート要件に適合するか否かは，

特許請求の範囲の記載と発明の詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲に記

載された発明が，発明の詳細な説明に記載された発明で，発明の詳細な説明の記載

により当業者が当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否

か，また，その記載や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に照らし当該発明

の課題を解決できると認識できる範囲のものであるか否かを検討して判断すべきも

のである。 

   イ 前記１(1)のとおり，本件明細書には，従来技術の化合物である２－ベ

ンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物が除草作用を有することが記載さ

れており（【０００４】，【０００５】），本件出願日前に公開された公開特許公報で

ある乙１～乙４においても，従来技術とされている「シクロヘキサン－１，３－ジ

オンの２位がカルボニル基を介して中央のベンゼン環に結合した構造」（図Ａ。以

下，「本件共通構造」という。）を有する化合物，すなわち２－ベンゾイルシクロヘ

キサン－１，３－ジオン化合物が除草作用を有することが記載されている（各【０

００３】～【０００９】）。 
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【図Ａ】 

  

 そうすると，本件出願日当時，当業者には，本件共通構造を有する２－ベンゾイ

ルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物が除草特性を有することが知られていた

と認められる。 

   ウ 前記１(3)のとおり，本件各発明は，除草剤の有効成分又はその候補と

なる新規化合物を提供することを課題とするものであるところ，前記イによると，

当業者は，本件出願日当時の技術常識に基づき，本件各発明の化合物は，本件共通

構造を有する２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物であるから，

除草作用を有しており，除草剤の有効成分の候補となり得るものであると認識する

ことができると認められる。 

 そうすると，本件各発明は，当業者が発明の詳細な説明の記載及び本件出願日当

時の技術常識に照らし当該発明の課題を解決できると認識できる範囲のものである

と認められるから，本件各発明に係る特許請求の範囲の記載は，特許法３６条６項

１号に規定する要件（サポート要件）に適合するものと認められる。」 

  (4) 原判決１０６頁１６行目～１７行目の「及びサポート要件」を削除する。 

  (5) 原判決１１２頁１５行目に「各反応の各反応の」とあるのを「各反応の」

と改める。 

  (6) 原判決１１４頁６行目～２１行目を，次のとおり改める。 

「前記１(1)のとおり，訂正明細書には，本件明細書と同様に，従来技術の化合物

である２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物が除草作用を有する

ことが記載されている（【０００４】，【０００５】）。 

 前記１(3)のとおり，本件各訂正発明は，除草剤の有効成分又はその候補となる

新規化合物を提供することを課題とするものであるところ，前記３(2)と同様に，
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当業者は，本件出願日当時の技術常識に基づき，本件各訂正発明の化合物は，本件

共通構造を有する２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物であるか

ら，除草作用を有しており，除草剤の有効成分の候補となり得るものであると認識

することができると認められる。 

 したがって，本件各訂正発明に係る化合物を生産できる限り，少なくとも，除草

剤の候補となる化合物として提供して除草剤用途に使用することに過度の試行錯誤

を要するものではない。」 

  (7) 原判決１１５頁１８行目～１９行目に「ベンゾイルシクロヘキサン骨格を

有する化合物」とあるのを「本件共通構造を有する２－ベンゾイルシクロヘキサン

－１，３－ジオン化合物」と改める。 

  (8) 原判決１１６頁４行目～１１７頁５行目を削除する。 

  (9) 原判決１１７頁６行目に「ウ」とあるのを「イ」と改める。 

  (10) 原判決１１９頁２６行目～１２１頁１８行目を，次のとおり改める。 

「  ア 後掲証拠及び弁論の全趣旨によると，次の事実が認められる。 

    (ｱ) 一審被告の親会社であるバイエル・クロップサイエンス・アーゲー

（以下，「ＢＣＳＡＧ」という。）は，平成１１年９月９日，名称を「ベンゾイルシ

クロヘキサンジオン，その製造方法及びその除草剤及び植物生長調節剤としての使

用」とする発明について，特許出願をし（特願２０００－５７５８３３号，優先権

主張〔優先日・平成１０年１０月１０日，優先権主張国・ドイツ〕），平成２４年６

月１日，その設定登録を受けた（特許第５００５８５２号。以下，「バイエル特

許」という。）（乙２８）。 

    (ｲ) 一審被告，全農及び北興は，平成１６年１１月５日頃，同日付け共同

開発契約書（乙６８の１。以下，「本件契約書」という。）により，●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●共同開発契約を締結した。 

 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
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●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●● 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

    (ｳ) 独立行政法人農林水産消費安全技術センター（ＦＡＭＩＣ）のホーム

ページ（甲３の２）に掲載されているテフリルトリオンの農薬抄録（甲３の１）は，

全農，北興及び一審被告を作成者として，平成１９年２月１４日に作成，平成２１

年４月１５日に最終改訂されたものであるが，この農薬抄録の各頁上部には，「本資

料に記載された情報に係る権利及び内容の責任は全国農業協同組合連合会，北興化
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学工業株式会社及びバイエルクロップサイエンス株式会社にある。」と記載されてい

る。 

    (ｴ) 一審被告，全農及び北興は，平成２２年２月１８日，テフリルトリオ

ン粒剤の農薬について，それぞれ，「ホクコーマイティーワン１キロ粒剤」（北興。

登録番号第２２６０３号。甲８９の１），「ＪＡマイティーワン１キロ粒剤」（全

農。登録番号第２２６０４号。甲８９の２），「バイエルマイティーワン１キロ粒

剤」（一審被告。登録番号第２２６０５号。甲８９の３）の名称で，農薬登録し

た。 

 これらの農薬は，物理的化学的性状，有効成分の種類（含有量），その他成分の

種類（含有量）が同一である。 

 「マイティーワン」は，一審被告の登録商標であった（弁論の全趣旨）。 

    (ｵ)ａ 全農及び北興は，平成２２年２月１８日，オキサジクロメホン・

テフリルトリオン粒剤の農薬について，それぞれ，「ホクコーエーワン１キロ粒

剤」（北興。登録番号第２２６０６号。甲９４の１），「ＪＡエーワン１キロ粒剤」

（全農。登録番号第２２６０７号。甲９４の２）の名称で，農薬登録した。 

 これらの農薬は，物理的化学的性状，有効成分の種類（含有量），その他成分の

種類（含有量）が同一である。 

     ｂ 全農及び北興は，平成２２年２月１８日，オキサジクロメホン・テ

フリルトリオン粒剤の農薬について，それぞれ，「ホクコーエーワンジャンボ」（北

興。登録番号第２２６０８号。甲９４の３），「ＪＡエーワンジャンボ」（全農。登

録番号第２２６０９号。甲９４の４）の名称で，農薬登録した。 

 これらの農薬は，物理的化学的性状，有効成分の種類（含有量），その他成分の

種類（含有量）が同一である。 

     ｃ 全農及び北興は，平成２２年２月１８日，オキサジクロメホン・テ

フリルトリオン水和剤の農薬について，それぞれ，「ホクコーエーワンフロアブ

ル」（北興。登録番号第２２６１０号。甲９４の５），「ＪＡエーワンフロアブル」
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（全農。登録番号第２２６１１号。甲９４の６）の名称で，農薬登録した。 

 これらの農薬は，物理的化学的性状，有効成分の種類（含有量），その他成分の

種類（含有量）が同一である。 

     ｄ 北興は，①登録第４４５４１９８号商標として，標準文字「エーワ

ン」から成り，指定商品を第５類「薬剤」とする登録商標（甲９５の３），②登録

第５３０７９５８号商標及び登録第５３２６３９４号商標として，いずれも「エー

ワン」の文字を構成に含み，指定商品を第５類「薬剤」とする登録商標（甲９５の

１・２）を有している。 

    (ｶ) 全農は，平成２２年３月３日，共同開発した一審被告，北興とともに

記者会見を行い，新規水稲除草剤「ＡＶＨ－３０１（有効成分名：テフリルトリオ

ン）」について，同年２月１８日付けで，「ＡＶＨ－３０１」単剤（商品名：マイテ

ィーワン）と「ＡＶＨ－３０１」を含む水稲除草剤１１剤の農薬登録がされたこと

を発表した。 

 全農の常務理事は，上記記者会見で，上記除草剤の特長を「最近の難防除雑草問

題を解決する生産者メリット，水稲に対する高い安全性の確認による消費者メリッ

ト，さらに，ＡＶＨの普及集約化による生産コスト・流通コストの削減メリット」

の３点とし，平成２５年には約３０万ｈａの普及面積を目標にしているとして，Ｊ

Ａグループを挙げた普及推進を強調し，また，「バイエル クロップサイエンス

（株），北興化学工業（株）とＪＡ全農の３社がそれぞれの持ち味を生かし，足か

け６年の歳月を経て農薬登録に至った。抵抗性雑草に対する切り札として，防除暦

や注文書に採用して頂きたい。」と語った。 

 一審被告の社長は，上記記者会見で，「ドイツで生まれ，日本で育った除草成分

です。」と話した。 

 全農の肥料農薬部長は，上記記者会見で，「２０００年にアベンティス（現バイ

エル）で選抜され，０３年からバイエル クロップサイエンス社，北興化学工業と

ＪＡ全農で共同開発してきた期待の除草成分」であり，２０１３年には３０万ｈａ
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を目標にすると，今後の普及展開の方向性を語った。 

 北興の専務は，上記記者会見で，「農家のニーズにマッチした農薬の提案をして

いきたい」と話した。 

（甲７９，８０） 

    (ｷ) 一般社団法人農協協会が発行する農業協同組合新聞の２０１０年（平

成２２年）１０月８日の記事（甲９８）には，テフリルトリオンについて，次のと

おり記載されている。 

「 全農がバイエルクロップサイエンス，北興化学工業と共同開発した新規水稲除

草剤ＡＶＨ－３０１（有効成分名：テフリルトリオン）は本年２月に登録を取得

し，エーワン剤（販売は北興化学），ボデーガード剤（同 バイエル クロップサ

イエンス，北海道では北海三共，１０月１日からは『ホクサン』），ゲットスター剤

（同 日産化学工業）の販売を開始した。 

 ＡＶＨ剤は，全国的に問題となっているＳＵ抵抗性雑草に卓効を示すことのほか

成分数が少なく特別栽培米に対応できる剤であり，現場の期待も高い。本年は，本

格普及に向けた知名度向上と効果確認の年と位置づけ，各地で推進大会や研修会を

実施するとともに，精力的に展示ほ活動を展開した。全国で，全農県本部や経済連

の展示ほ場試験とメーカーが設置する展示圃あわせて５７８４カ所で試験が計画さ

れた。 

 この箇所数は，これまでの剤の試験数と比較すると桁違いであり，ＡＶＨ剤に対

する現場の期待の高さがわかるというものである。」 

    (ｸ) 一審被告，全農及び北興は，平成２５年６月２１日頃，同日付け覚書

（乙６８の２。以下，「本件覚書」という。）により，●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●確認するなどした。 

    (ｹ)ａ 一審被告及び全農グリーンリソース株式会社（以下，「全農ＧＲ」

という。）は，平成２８年４月１３日，テフリルトリオン・トリアファモン粒剤の
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農薬について，それぞれ，「カウンシルコンプリート１キロ粒剤」（一審被告。登録

番号第２３７９２号。甲９０の１。被告製品２(10)），「ボデーガードプロ１キロ粒

剤」（全農ＧＲ。登録番号第２３７９３号。甲９０の２。被告製品２(7)）の名称で

農薬登録した。 

 これらの農薬は，物理的化学的性状，有効成分の種類（含有量），その他成分の

種類（含有量）が同一である。 

     ｂ 一審被告及び全農ＧＲは，平成２８年４月１３日，テフリルトリオ

ン・トリアファモン水和剤の農薬について，それぞれ，「カウンシルコンプリート

フロアブル」（一審被告。登録番号第２３７９４号。甲９０の３。被告製品２

(11)），「ボデーガードプロフロアブル」（全農ＧＲ。登録番号第２３７９５号。甲

９０の４。被告製品２(8)）の名称で農薬登録した。 

 これらの農薬は，物理的化学的性状，有効成分の種類（含有量），その他成分の

種類（含有量）が同一である。 

     ｃ 一審被告及び全農ＧＲは，平成２８年４月１３日，テフリルトリオ

ン・トリアファモン粒剤の農薬について，それぞれ，「カウンシルコンプリートジ

ャンボ」（一審被告。登録番号第２３７９６号。甲９０の５。被告製品２(12)），

「ボデーガードプロジャンボ」（全農ＧＲ。登録番号第２３７９７号。甲９０の

６。被告製品２(9)）の名称で農薬登録した。 

 これらの農薬は，物理的化学的性状，有効成分の種類（含有量），その他成分の

種類（含有量）が同一である。 

     ｄ 一審被告は，登録第３２５７０６９号商標として，ゴシック体様の

書式で，上段に「ＢＯＤＹＧＵＡＲＤ」，下段に「ボデーガード」と書して成り，

指定商品を第５類「薬剤」とする登録商標を有している（甲９１）。 

     ｅ 全農ＧＲが農薬登録を有する「ボデーガードプロ１キロ粒剤」（前

記ａ。被告製品２(7)）のパッケージには，「製造 全農グリーンリソース株式会

社」，「販売 バイエル クロップサイエンス株式会社」，「製造場 クニミネ工業株



 - 49 - 

式会社」と記載されており，除草剤の名称の「ボデーガード」の下には，登録商標

を示すマークが記載され，そのマークは「バイエルグループの登録商標 第３２５

７０６９号」である旨が記載されている（甲９２の１・２）。 

    (ｺ) ボデーガードプロ（被告製品２(7)～(9)）のパンフレット（甲９７の

１），北興のホームページ掲載の「エーワン１キロ粒剤」のパッケージ（甲９７の

２），日産化学工業株式会社の「ゲットスター１キロ粒剤」のパッケージ（甲９７

の３）には，「ＡＶＨ－３０１」の文字の周囲を略楕円形で囲んだ共通のロゴ（以

下のロゴ）が使用されている。 

    

    (ｻ) 全農群馬県本部のホームページには，平成３０年２月２０日現在，

「肥料情報」に「全農ぐんま推奨農薬『ＡＶＨ－３０１』について」というページ

が設けられ，「このように幅広い水稲雑草種に対し効果を示す『ＡＶＨ－３０１』

と，異なる有効成分を組合せた水稲除草剤が『エーワン』『ゲットスター』『ボデー

ガード』です。有効成分の組合せによって，それぞれ特徴あるラインアップとなっ

ております。また，『１キロ剤』『フロアブル剤』『ジャンボ剤』と３剤型取り揃え

ておりますので，散布のニーズに合わせて剤型を選択できます。」と記載されてい

るほか，「エーワン剤（北興化学）」，「ボデーガード剤（バイエル）」，「ゲットスタ

ー剤（日産化学）」について，それぞれ１キロ粒剤，フロアブル，ジャンボの製品

画像が掲載されている。（甲８１） 

    (ｼ) 一審被告は，全農の求めに応じて，全農に対し，一審被告が対象年度

に必要とするテフリルトリオンの見込量を伝えることがある（乙６９）。 

   イ(ｱ) 前記アの認定事実によると，一審被告は，平成１６年１１月，親会社

であるＢＣＳＡＧが特許出願していたテフリルトリオン●●●●●●●●●●●●

●●●●●●について，全農及び北興との間で共同開発契約を締結し，●●●●●
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●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●合意したことが認められる。 

 これによると，一審被告が，全農から，●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●配分を

受けていることが認められるが，その中にはバイエル特許に対するロイヤルティが

含まれているほか，●●●●●●●●●●●●●●●●●●分配であることから，

共同開発に関与した各社が負担した開発費用の回収の性質を有することが認められ

る。 

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●すなわち，全農が被告製品１の製造及び販売を行うこと

を基本的には予定していたものと推認することができるが，全農が被告製品１を自

ら製造するのか第三者に製造委託するのか，製造や販売にどの程度の費用を投下

し，混合剤を販売する一審被告らにどの程度の量をどの程度の金額で販売するのか

など，被告製品１の製造販売の重要な要素についてまで，一審被告が関与していた

ことは推認できず，これを認めるに足りる証拠もない。 

 そうすると，上記共同開発契約に係る事実だけでは，全農による被告製品１の輸

入販売等は，一審被告，全農及び北興が関連共同して行っているものであり，一審

被告及び全農らの共同不法行為が成立するということはできない。 

    (ｲ) 前記アの認定事実によると，テフリルトリオンの農薬抄録の各頁上部
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には，「本資料に記載された情報に係る権利及び内容の責任」が全農，北興及び一審

被告にある旨の記載があるが，この記載は，テフリルトリオンの共同開発者であり，

農薬抄録の作成者である全農，北興及び一審被告において，農薬抄録に記載されて

いる開発の経緯，物理的化学的性状，生物活性，適用及び使用上の注意，残留性及

び水質汚濁性，有用動植物等に及ぼす影響，使用時安全上の注意，解毒法等，毒性，

動植物及び土壌等における代謝分解の各項目の記載内容について，責任を負う旨を

記載したにすぎないことが明らかであり，この記載を根拠として，全農による被告

製品１の輸入販売等が，一審被告，全農及び北興が関連共同して行っているという

ことはできない。 

    (ｳ) 前記アの認定事実によると，全農，北興及び一審被告は，平成２２年

２月１８日，同一成分のテフリルトリオン粒剤の農薬について，一審被告の登録商

標であった「マイティーワン」を名称に付した農薬登録をそれぞれ行い，全農及び

北興は，同日，テフリルトリオン及びオキサジクロメホンの農薬混合剤３種につい

て，北興の登録商標であった「エーワン」を名称に付した農薬登録をそれぞれ行っ

たこと，全農，北興及び一審被告は，平成２２年３月３日，共同記者会見を行い，

上記農薬登録を含む，新規水稲除草剤「ＡＶＨ－３０１（有効成分名：テフリルト

リオン）」について農薬登録がされたことを発表したことが認められる。 

 しかし，上記共同記者会見については，新規水稲除草剤であるテフリルトリオン

が全農，北興及び一審被告の共同開発によるものであったことに由来するものとみ

ることができ，前記ア認定の全農，北興及び一審被告の関係者の発言も，被告製品

１の輸入販売等を三者が共同して行っていくことを基礎付けるものとはいえない。 

 また，「マイティーワン」を名称に付した農薬登録は，原体である被告製品１に

ついてのものではない上，本件証拠上，「マイティーワン」を名称に付した農薬が

販売された事実は認められず，被告製品１の輸入販売等を三者が共同して行ってい

ることを基礎付けるものではない。この農薬登録について，同意書を発行してテフ

リルトリオンに関するデータを参照させるために行われたことを認めるに足りる証
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拠もない。 

 さらに，「エーワン」を名称に付した農薬登録は，全農及び北興によるものであ

り，全農による被告製品１の輸入販売等を一審被告が関連共同して行っていること

を基礎付けるものではない。 

    (ｴ) 前記アの認定事実によると，農業協同組合新聞の２０１０年（平成２

２年）１０月８日の記事（甲９８）に，テフリルトリオンについて記載があること

が認められるが，テフリルトリオンは，全農が一審被告及び北興と共同開発したも

のであること，テフリルトリオンを含む新規水稲除草剤の販売が開始されたこと，

同剤に対する現場の期待が高いことなどが記載されているのみであって，全農によ

る被告製品１の輸入販売等を一審被告が関連共同して行っていることを基礎付ける

ものではない。 

    (ｵ) 前記アの認定事実によると，一審被告及び全農ＧＲは，平成２８年４

月１３日，テフリルトリオン及びトリアファモンの農薬混合剤３種について，一審

被告の登録商標に類似する「ボデーガード」を名称に付した農薬登録をそれぞれ行

ったことが認められるが，これは，被告製品２(7)～(12)の農薬登録であり，全農

による被告製品１の輸入販売等を一審被告が関連共同して行っていることを基礎付

けるものとはいえない。 

    (ｶ) 前記アの認定事実によると，ボデーガードプロ（被告製品２(7)～

(9)）のパンフレット，北興のエーワン１キロ粒剤のパッケージ，日産化学工業株

式会社のゲットスター１キロ粒剤のパッケージには，「ＡＶＨ－３０１」の文字の

周囲を略楕円形で囲んだ共通のロゴが使用されていることが認められるが，「ＡＶ

Ｈ－３０１」はテフリルトリオンの開発コードである（弁論の全趣旨）から，テフ

リルトリオンを含有する農薬において「ＡＶＨ－３０１」と記載されたロゴが用い

られることは特別なものではなく，全農による被告製品１の輸入販売等を一審被告

が関連共同して行っていることを基礎付けるものではない。 

    (ｷ) 前記アの認定事実によると，全農群馬県本部のホームページには，
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「ＡＶＨ－３０１」を推奨するとともに，北興のエーワン剤，一審被告のボデーガ

ード剤，日産化学工業株式会社のゲットスター剤の製品画像が掲載されていること

が認められるが，このホームページは，前記ア(ｶ)のとおりテフリルトリオンを

「抵抗性雑草に対する切り札」としてグループを挙げて普及推進していた全農が，

テフリルトリオンを含む水稲除草剤を推奨しているにすぎず，全農による被告製品

１の輸入販売等を一審被告が関連共同して行っていることを基礎付けるものではな

い。 

    (ｸ) 前記アの認定事実によると，一審被告は，全農の求めに応じて，全農

に対し，一審被告が対象年度に必要とするテフリルトリオンの見込量を伝えること

があると認められるが，一審被告は，全農から被告製品１を買い受けている（乙６

９）から，上記の売主の求めに応じて購入見込量を伝える行為は，被告製品１の買

主として当然の行為であり，全農による被告製品１の輸入販売等を一審被告が関連

共同して行っていることを基礎付けるものではない。 

    (ｹ) 一審原告は，一審被告が第三者の農薬登録や製造に当たり，情報提供

や技術指導を行った旨主張するが，これを認めるに足りる証拠はない。 

 なお，一審被告は，全農及び北興とともに，テフリルトリオンの共同開発を行っ

ていたのであるから，開発段階において，全農及び北興に対し，バイエル特許に含

まれるテフリルトリオンに係る情報提供や技術指導を行ったことを推認することが

できるが，共同開発の一環であるから，これをもって，全農による被告製品１の輸

入販売等を一審被告が関連共同して行っているということはできない。 

   ウ 前記イで判示したとおりであり，その他の本件に顕れた全ての事情を総

合しても，全農による被告製品１の輸入販売等について，一審被告，全農及び北興

が関連共同して行っているものとして，一審被告及び全農らの共同不法行為の成立

を認めることはできない。」 

  (11) 原判決１２１頁２０行目～１２７頁５行目を，次のとおり改める。 

「別紙『損害論に係る主張及び判断』の第４記載のとおりである。」 
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  (12) 原判決１２７頁６行目～２１行目を，次のとおり改める。 

「７ 結論 

 以上によると，一審原告の請求は，別紙『損害論に係る主張及び判断』の第４の

４記載の金員の支払を求める限度で理由があり，その余の請求は理由がない。 

 よって，一審原告の控訴及び訴えの追加的変更に基づき，主文掲記のとおり原判

決を変更し，一審被告の控訴は理由がないから，これを棄却することとして，主文

のとおり判決する。」 

 ２ 当審における一審原告及び一審被告の補充主張に対する判断 

  (1) 争点１（被告各製品は本件各発明の技術的範囲に属するか）について 

   ア 一審被告は，構成要件１Ｅ及び３Ｂの「中断」とは，Ｘ１を構成する炭

素鎖とＨｅｔ又は同炭素鎖とベンゾイル基の結合が断ち切られている構造（Ｘ１を

構成する炭素鎖の端部に酸素原子が結合したもの）と解すべきであり，「Ｘ１が酸

素により中断された，エチレン・・・鎖」とは，エチレン鎖とＨｅｔ又はエチレン

鎖とベンゾイル基の間の結合が酸素原子によって断ち切られた構造（－ＣＨ２－Ｃ

Ｈ２－Ｏ－又は－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－）と解すべきであると主張する。 

 しかし，「Ｘ１が酸素により中断された，エチレン・・・鎖」とは，エチレン鎖

が酸素によって途中で断ち切られた構造（－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－）を意味するも

のであり，一審被告の主張に理由がないことは，前記１のとおり補正して引用する

原判決記載のとおりである。 

 本件発明１の構成要件１Ｅは，「Ｘ１が酸素により中断された，エチレン，プロ

ピレン，プロペニレンまたはプロピニレン鎖，或いは－ＣＨ２Ｏ－を表し」であ

り，「酸素により中断され」る対象が「エチレン，プロピレン，プロペニレンまた

はプロピニレン鎖」という炭素鎖であり，また，「－ＣＨ２Ｏ－」という炭素鎖の

端部に酸素原子が結合する構造が別途列挙されていることが，特許請求の範囲の文

言から明らかである。そして，このような特許請求の範囲におけるＸ１の記載の構

造は，一審被告の引用する本件特許登録時の特許請求の範囲の請求項１（甲２の
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１）においても同様である。すなわち，本件特許登録時の特許請求の範囲の請求項

１には，「・・・Ｘ１が酸素により中断された，直鎖又は分岐のＣ２～Ｃ６アルキレ

ン鎖，Ｃ２～Ｃ６アルケニレン鎖，またはＣ２～Ｃ６アルキニレン鎖，或いは－ＯＣ

Ｈ２－，－ＣＨ２Ｏ－，－ＯＣＨ２ＣＨ２－，－ＣＨ２ＣＨ２Ｏ－，－ＣＨ＝ＣＨＣＨ

２Ｏ－又は－Ｃ≡ＣＣＨ２Ｏ－を表し，・・・」と記載されており，「酸素により中

断され」る対象が「直鎖又は分岐のＣ２～Ｃ６アルキレン鎖」等の炭素鎖であり，

また，「－ＯＣＨ２－，－ＣＨ２Ｏ－」等の炭素鎖の端部に酸素原子が結合する構造

が別途列挙されていることが，文言上明らかである。さらに，このような理解は，

本件特許の出願経過において，特許庁審査官から示された「Ｘ１の定義における

『酸素により中断された，直鎖又は分岐のＣ２～Ｃ６アルキレン鎖，Ｃ２～Ｃ６アル

ケニレン鎖，またはＣ２～Ｃ６アルキニレン鎖』とは，その記載から，両側が炭素

原子に挟まれた酸素原子を有するもののみを意図するものと解されるから，ＣＨ２

ＯＣＨ２等がこれに該当し，ＯＣＨ２ＣＨ２，ＣＨ２ＣＨ２Ｏ，ＣＨ＝ＣＨＣＨ２Ｏ等

のように，両側が炭素原子に挟まれていない酸素原子を有するものは請求項１及び

２の要件を満足しないものと考えられる（補正後の請求項１は，当該判断に基づい

て，ＯＣＨ２，ＣＨ２Ｏを別に規定したものと推察される。）。」との見解（乙１４）

及びその後上記本件特許登録時の請求項１の記載に補正された（乙１５）補正の経

過にも合致するものである。 

 そうすると，一審被告の指摘するとおり，本件特許登録時の特許請求の範囲の請

求項１には，酸素により断ち切ることができないＣ２アルキニレン鎖が含まれてい

ることや，特許庁審査官の上記見解もＣ２アルキニレン鎖が含まれた特許請求の範

囲の記載を前提としていることを考慮しても，特許請求の範囲の記載に基づく上記

解釈が左右されるものではない。 

 また，本件明細書の式Ⅰの合成例を式Ⅰａの構造の決定のために参照することが

できることは，前記１のとおり補正して引用する原判決記載のとおりであって，こ

のことは，Ｘ３が単結合の場合を含み得ることや式Ⅰの合成例によって「酸素によ
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り中断された」「プロペニレン」等の化合物が合成できないことによって左右され

るものではない。 

   イ 一審被告は，本件明細書には，テフリルトリオンの生産方法・使用方法

が開示されているとはいえないから，テフリルトリオンは本件各発明の技術的範囲

に含まれないと主張するが，一審被告の主張に理由がないことは，前記１のとおり

補正して引用する原判決記載のとおりである。 

   ウ 一審被告は，従前の請求項６～８が拒絶査定を受けるに至った経緯及び

一審原告がこれを削除した経緯からすると，本件各発明の技術的範囲が除草用途に

用いられる本件各発明に属する化合物にまで及ぶことはないことが外形上示されて

いるといえ，第三者がそのように信頼することに正当な理由があるから，除草用途

に用いられるテフリルトリオンについて，本件各発明の技術的範囲に含まれるとし

て侵害を主張することは，信義則に反すると主張する。 

 しかし，一審被告の主張に理由がないことは，前記１のとおり補正して引用する

原判決記載のとおりである。 

 一審原告は，従前の請求項６～８に係る拒絶理由（乙１４のＢの点）を他の請求

項に係る拒絶理由とともに通知されたことを受けて（乙１４），従前の請求項６～

８を削除するとともに，この従前の請求項６～８の削除により，従前の請求項６～

８に係る上記拒絶理由（乙１４のＢの点）は解消された旨の意見を述べた（乙１

５）にすぎないから，これによりその余の請求項に係る発明の技術的範囲を限定し

たことが外形上示されたものということはできない。このことは，従前の請求項６

～８が，「請求項１～３のいずれか」，すなわち本件各発明のもととなる請求項を引

用するものであったこと（乙１３）によって，左右されるものではない。 

  (2) 争点３－１（本件訂正は訂正要件を満たすか）について 

   ア 一審被告は，本件訂正は，本件特許の出願人及び発明者が，特許出願時

に認識していなかった技術的思想を導入することになるから，特許法１２６条５項

に違反すると主張する。 
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 しかし，本件訂正は，本件明細書に記載されていた置換基Ｘ１及びＨｅｔの選択

肢を，ＣＡＳ ＲＥＧＩＳＴＲＹ物質レコード（甲３８，５１）に記載された入手

可能な出発物質より合成される化学物質に限定したものであり，本件各訂正発明

は，本件各発明のＲ１を１種類（ハロゲン），Ｒ２を１種類（－Ｓ（Ｏ）ｎＲ
３），Ｘ１

を２種類（酸素により中断されたエチレン鎖又は－ＣＨ２Ｏ－），Ｈｅｔをヘテロ

シクリル基及びヘテロ芳香族基（ヘテロアリール）のうちの本件明細書に挙げられ

ている多数の物質の中から１８種類又は１５種類に限定したものである。このよう

に，本件訂正後の化学物質群は，いずれも本件訂正前の請求項に記載された各選択

肢の組合せ，すなわち本件訂正前の化学物質群に含まれる。 

 また，前記１のとおり補正して引用する原判決記載のとおり，本件各発明は，除

草剤の有効成分又はその候補となる新規化合物を提供することを課題とするもので

あり，本件各発明の化合物は，本件共通構造を有する２－ベンゾイルシクロヘキサ

ン－１，３－ジオン化合物であることにより，除草作用を有しており，除草剤の有

効成分の候補となり得るものであると認識されるものであるが，本件訂正後の化学

物質群は，本件共通構造を有する２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン

化合物であり，本件訂正前の化学物質群よりも顕著な作用効果を奏するなど新たな

技術上の意義を追加したものとも認め難い。 

 そうすると，本件訂正は，選択肢を削除することによって，本件明細書の全ての

記載を総合することにより導かれる技術的事項との関係において，新たな技術的事

項を導入するものではないから，特許法１３４条の２第９項が準用する同法１２６

条５項に違反するものではない。 

 一審被告は，本件明細書には，本件訂正後の置換基Ｘ１と置換基Ｈｅｔの組合せ

を採用した場合には，本件各発明の化学物質が生産できることをうかがわせる記載

はないことなどに照らすと，本件特許の出願人及び発明者は，本件各訂正発明に係

る特定の置換基Ｘ１と置換基Ｈｅｔの組合せであれば生産できることなど，全く認

識していなかったと主張するが，前記１のとおり補正して引用する原判決記載のと
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おり，本件明細書には，本件各訂正発明の化合物に対応する出発物質が入手できれ

ば，本件明細書の記載及び本件出願日当時の技術常識に基づいて，当業者に通常期

待し得る程度を超える試行錯誤を求めることなく，本件各訂正発明の化合物を製造

できるだけの技術的事項が記載されているといえるから，一審被告の上記主張を採

用することはできない。 

   イ 一審被告は，本件明細書には，その余のものについては生産できなくと

も，本件各訂正発明の置換基Ｘ１を有する化学物質であれば，「方法Ｃ」に準じて

生産できることをうかがわせる記載は何もないし，また，本件各訂正発明の１８種

類（又は１５種類）の置換基Ｈｅｔの出発物質がＣＡＳ ＲＥＧＩＳＴＲＹ物質レ

コード（甲３８，５１）に登録されていたこと，本件各訂正発明の置換基Ｘ１を採

用した場合には上記置換基Ｈｅｔを選択すべきことをうかがわせる記載もないか

ら，本件訂正に係る技術的事項は，本件特許の出願当初から認識も記載もされてい

なかったのであって，本件訂正は，知財高裁平成１８年（行ケ）第１０５６３号同

２０年５月３０日大合議判決の「特段の事情」がある場合ということができ，新た

な技術的事項を導入するものであると主張する。 

 しかし，本件訂正が，本件明細書の全ての記載を総合することにより導かれる技

術的事項との関係において，新たな技術的事項を導入するものではないことは，前

記アのとおりである。 

 前記１のとおり補正して引用する原判決記載のとおり，本件明細書には，本件各

訂正発明の化合物に対応する出発物質が入手できれば，本件明細書の記載及び本件

出願日当時の技術常識に基づいて，当業者に通常期待し得る程度を超える試行錯誤

を求めることなく，本件各訂正発明の化合物を製造できるだけの技術的事項が記載

されているといえるし，特定の化学物質がＣＡＳ登録されていること及びその化学

物質が入手可能であることは当業者の技術常識であると認められるから，一審被告

の上記主張は，採用することができない。 

   ウ 一審被告は，本件明細書の記載に基づいて，本件訂正後の置換基Ｘ１及
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び置換基Ｈｅｔの各特定の選択肢群及びそれらの特定の組合せに係る具体的な技術

的思想を抽出することはできず，そのことが当業者にとって自明のものでもないか

ら，本件訂正は，本件明細書に記載のない，新たな技術的思想を導入するものとい

うほかないと主張する。 

 しかし，本件訂正が，本件明細書の全ての記載を総合することにより導かれる技

術的事項との関係において，新たな技術的事項を導入するものではないことは，前

記アのとおりであって，一審被告の上記主張は，採用することができない。 

  (3) 争点３－２（本件訂正により無効理由が解消するか）について 

   ア 一審被告は，仮に，当業者が，「方法Ｃ」及び合成実施例の記載から，

本件各訂正発明に係る化合物が生産し得ることを推認できたとしても，それらの記

載は化合物の生産に関して当業者に過度の試行錯誤を要求するものであるから，本

件明細書が，本件各訂正発明に係る化合物を当業者が過度の試行錯誤を要すること

なく生産できるように記載しているというためには，本件各訂正発明の各化合物の

生産について，本来は実施可能要件及びサポート要件を満たさない「方法Ｃ」や合

成実施例よりも一層具体的な記載がされていなければならないというべきであり，

そのような記載のない訂正明細書に基づいて，本件訂正により実施可能要件及びサ

ポート要件が解消するとはいえないと主張する。 

 しかし，本件訂正により，実施可能要件違反を理由とする無効理由２が解消する

ことは，前記１のとおり補正して引用する原判決記載のとおりであって，訂正明細

書に「方法Ｃ」や合成実施例よりも一層具体的な記載がされていなければ，無効理

由２が解消しないとはいえない。 

   イ 一審被告は，乙６２～６４を根拠として，当業者が，ベンゾイルシクロ

ヘキサン骨格構造又は２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物との

名称を有することのみに基づいて，本件各訂正発明の化学物質が除草効果を有する

ものと推認することができたということはできないと主張する。 

 しかし，本件出願日当時，当業者には，本件共通構造を有する２－ベンゾイルシ
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クロヘキサン－１，３－ジオン化合物が除草特性を有することが知られていたこ

と，当業者は，本件出願日当時の技術常識に基づき，本件各訂正発明の化合物は，

本件共通構造を有する２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物であ

るから，除草作用を有しており，除草剤の有効成分の候補となり得るものであると

認識することができることは，前記１のとおり補正して引用する原判決記載のとお

りである。 

 一審被告指摘のとおり，乙６２の化合物番号５５は，本件共通構造を有する２－

ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物であるにもかかわらず，７種類

の雑草に対し除草効果を全く示さなかったことが記載されている。しかし，７種類

の雑草について実験したものにすぎない上，乙６２において実験された本件共通構

造を有する２－ベンゾイルシクロヘキサン－１，３－ジオン化合物９３種類のう

ち，化合物番号５５を除く大半のものについては除草効果が示されている。また，

除草剤は，被告製品２のように，複数の化学物質を有効成分とする混合剤として用

いられ得るものである。これらのことを考慮すると，乙６２を踏まえても，上記判

断が左右されるものとはいえない。 

 乙６３，６４は，いずれも，本件出願日から１０年以上後の文献であって，本件

出願日当時の当業者の技術水準を示すものではない。 

  (4) 争点３－３（被告各製品は本件各訂正発明の技術的範囲に属するか）につ

いて 

 一審被告は，被告各製品に含まれているテフリルトリオンは「Ｘ１が酸素により

中断された，エチレン・・・鎖」との構造を有しないから，被告各製品は構成要件

１Ｅ’及び３Ｂ’を充足せず，本件各訂正発明の技術的範囲に属しないと主張す

る。 

 しかし，一審被告の「Ｘ１が酸素により中断された，エチレン・・・鎖」の解釈

が誤っており，被告各製品が構成要件１Ｅ’及び３Ｂ’を充足し，本件各訂正発明

の技術的範囲に属することは，前記１のとおり補正して引用する原判決及び前記
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(1)のとおりである。 

第４ 結論 

 よって，主文のとおり判決する。 

 

知的財産高等裁判所第２部 

 

 

 

       裁判長裁判官                       

                  森  義 之    

 

  裁判官森岡礼子及び同古庄研は，転補につき，署名押印することができない。 

 

 

       裁判長裁判官                       

                  森  義 之    
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（別紙） 

損害論に係る主張及び判断 

第１ 争いのない事実 

 特許法１０２条３項の実施料相当額の算定の基礎となるべき被告製品２の売上高

は，次のとおりである。 

 １ 平成２２年１０月１日～平成２６年９月３０日につき，●●●●●●●●●

●●●● 

 ２ 平成２６年１０月１日～平成２８年９月３０日につき，●●●●●●●●●

●●●● 

 ３ 平成２８年１０月１日～平成２９年９月３０日につき，●●●●●●●●●

●●●● 

 ４ 平成２９年１０月１日～平成３０年２月２日につき，●●●●●●●●●●

●●● 

 ５ 平成３０年２月３日～平成３０年６月２０日につき，●●●●●●●●●●

●●● 

 ６ 平成３０年６月２１日～平成３０年８月５日につき，●●●●●●●●●● 

第２ 一審原告の主張 

 一審原告は，①被告製品２に係る本件特許権侵害の不法行為及び②被告製品１に

係る一審被告及び全農らの共同不法行為により，次の１～３の合計●●●●●●●

●●●●●の損害を被った。 

 １ 被告製品２について 

 本件特許の登録日である平成２２年９月２４日～平成３０年８月５日の原告の損

害額は，前記第１の被告製品２の売上高に，次の(1)の実施料率を乗じた実施料相当

額（特許法１０２条３項）であり，次の(2)のとおり，●●●●●●●●●●●●で

ある。 

  (1) 実施料率 
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   ア 農薬は，同じような原料，技術で作られ，化学構造も非常によく似てい

るものが少なくないなどという点で医薬に近いものであるから，本件各発明の特許

に対する実施料率を算定するに当たっては，「バイオ」，「医薬」等のロイヤルティ率

（甲６７～６９）も参考にされるべきである。 

 また，本件各発明は，新規の化学物質の発明であるから，一般的に，比較的高い

ライセンス料率が妥当する。 

 さらに，特許法１０２条３項における実施料率は，ライセンス契約における一般

的なライセンス料率よりも高い料率が認められるべきである。 

 したがって，被告製品２について，本件各発明の特許に対する相当な実施料率は，

売上高の８％である。 

 なお，一審被告が保有するテフリルトリオンの物質特許（乙２８）は，本件特許

の後願に当たり，特許法２９条の２により無効とされるべきであり，また，そうで

なくても，新規性欠如，進歩性欠如，重複特許の無効理由があるから，第三者がテ

フリルトリオンを製造・販売する場合には，一審原告からの実施許諾は必要であっ

ても，一審被告からの実施許諾は不要である。一審被告が全農から被告製品１の販

売利益の配分を受けているのであれば，一審原告から実施許諾を受けるためには，

それ以上の金額の実施料の支払が必要である。 

   イ 被告製品２にテフリルトリオン以外の有効成分が含まれているとしても，

次の各事情に照らすと，被告製品２の売上に対するテフリルトリオンの貢献度は極

めて高く，その寄与率は１００％かそれに近いものであるから，寄与率を理由に損

害を減額するのは相当でない。 

    (ｱ) 被告製品２(1)～(6)に含有されるテフリルトリオン以外の有効成分（フ

ェントラザミド及びメフェナセット）は，昭和６１年又は平成１２年に農薬登録さ

れた古い成分であり，代替性があり，従来から用いられていた農薬成分，又は農薬

散布の回数を減らし農薬として使いやすくするためのものにすぎず，被告製品２の

顧客の誘引に寄与するものではない。 
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    (ｲ) 被告製品２(1)～(6)の技術資料（甲４，５）において，テフリルトリオン

の除草作用による効果を製品の主要なポイントとして宣伝されており，被告製品２

は，テフリルトリオン含有剤として理解され，販売されている。 

    (ｳ) テフリルトリオンは，稲など作物に対する高い安全性を有しながら，改

良された除草作用の特性により，スルホニルウレア（ＳＵ）抵抗性雑草，難防除雑

草，特殊雑草といわれる雑草を含む幅広い雑草に除草性能を有するものであり，近

年ではＳＵ抵抗性雑草への効力のない除草剤は顧客による購入は期待できなくなっ

ている。 

    (ｴ) 被告製品２にテフリルトリオン以外の有効成分が含まれているとして

も，それによってテフリルトリオンの含有量が減るわけではないし，テフリルトリ

オンの価値が減殺されることはない。 

   ウ 本件においては，次のとおり，一審原告において，被告製品２と競合関

係にある農薬製品を開発し，日本において一審原告の子会社が販売しており，一審

被告の被告製品２による侵害行為がなかったならば，利益が得られたであろうとい

う事情が存在する。この点をも考慮して，被告製品２についての実施料相当額とし

て売上高の８％の損害が認められるべきである。 

 一審原告の子会社であるＢＡＳＦ Ａｇｒｏ Ｂ．Ｖ．（以下，「ＢＡＳＦ Ａｇ

ｒｏ」という。）が権利を有するシクロスルファムロンとの農薬原体を同社がスイス

の会社に委託し，スイスで製造された農薬原体を，ＢＡＳＦ Ａｇｒｏから日本の

子会社であるＢＡＳＦジャパン株式会社（以下，「ＢＡＳＦジャパン」という。）が

日本国内に輸入し，これを配合した農薬混合剤２種（平成１８年から「サスケ ラ

ディカル ジャンボ」，これに加えて平成２３年から「半蔵 １キロ粒剤」）を，平

成２７年まで日本国内で販売していた。また，日本国内での農薬混合剤の製造販売

は，平成２７年５月にＢＡＳＦジャパンからＯＡＴアグリオ株式会社に変更となっ

たが，それ以降も農薬原体の提供は継続している。これらの農薬混合剤は，本件特

許発明の実施品ではないが，シクロスルファムンとの混合相手である農薬原体ベン
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ゾビシクロンは，スルホニルウレア（ＳＵ）抵抗性雑草対応成分であるから，被告

製品２と同じくＳＵ抵抗性雑草対応成分を含有する水稲用除草剤であり，被告製品

２と競合する製品である。 

 そして，一審被告の本件特許権侵害により，ＢＡＳＦジャパンの上記農薬混合剤

の販売量が減少し，その結果，日本における農薬販売のビジネスとしても，農薬原

体のビジネスとしても，一審原告の受ける利益が減少することとなったから，一審

原告には，一審被告の侵害行為がなかったならば，間接的には利益が得られたであ

ろうという事情が存在する。 

   エ 特許法１０２条３項の実施料相当額の考慮要素の一つとして，侵害者が

発明の実施により得た利益があり，侵害者における侵害品の利益率が高い場合には，

実施料率は高くなるべきであるが，被告製品２は，その販売価格の大きな割合が利

益であるから，実施料率も高くなるべきである。 

 農薬のような，原体に含まれる化合物がそのまま有効成分となる製品においては，

利益率が通常は高いものとなるから，被告製品２の利益率は，３０％や４０％に上

るのが通常である。 

   オ 本件特許の有効性については，本件訂正により無効理由は解消し，本件

特許に係る無効審判請求を不成立とした本件審決が確定した（甲５４，７８，１０

２）。 

 また，化合物の特許発明について実際の製品を製造するためには，一定の作業や

努力が必要なことは何でも同じであって，特に本件において「農薬としての発明を

完成させるには更なる創意・創作が必要である」とはいえない。 

  (2) 小括 

 以上によると，被告製品２に係る原告の損害額は，次のア～カの合計●●●●●

●●●●●●●である。 

   ア 平成２２年１０月１日～平成２６年９月３０日につき，●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 
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   イ 平成２６年１０月１日～平成２８年９月３０日につき，●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

   ウ 平成２８年１０月１日～平成２９年９月３０日につき，●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

   エ 平成２９年１０月１日～平成３０年２月２日につき，●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

   オ 平成３０年２月３日～平成３０年６月２０日につき，●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

   カ 平成３０年６月２１日～平成３０年８月５日につき，●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●● 

 ２ 被告製品１について 

 本件特許の登録日である平成２２年９月２４日～平成３０年８月５日の原告の損

害額は，次の(1)の被告製品１の売上高に，次の(2)の実施料率を乗じた実施料相当額

（特許法１０２条３項）であり，次の(3)のとおり，１９億１７２３万０３４７円で

ある。 

  (1) 売上高 

 実質的にテフリルトリオンと同じものである被告製品１は，日本国内で製造され

ておらず全て輸入されているから，テフリルトリオンの総輸入数量（後記ア）から

被告製品２の原料として使用されたテフリルトリオンの数量（後記イ）を控除した

数量に，テフリルトリオンの推定販売価格（１キログラム当たり２万３０００円）

を乗じた金額（後記ウ）が，被告製品１の売上総額となる。 

   ア テフリルトリオンの輸入数量 

 平成２２年１０月１日～平成２８年９月３０日のテフリルトリオン（被告製品１）

の輸入数量は，合計４４６．０トンである（甲１２，６２，７７）。 

 また，平成２８年１０月１日～平成３０年８月５日のテフリルトリオン（被告製

品１）の輸入数量については，２０１７年度及び２０１８年度の輸入数量の統計は
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公表されていないものの，直近の２０１５年度と２０１６年度と同程度の数量の輸

入が行われたと推定されるから，上記２年度の輸入数量の平均値をもって各年度の

輸入数量として計算すると，合計１２１．１トンである（甲６２，７７）。 

 したがって，平成２２年１０月１日～平成３０年８月５日のテフリルトリオン（被

告製品１）の輸入数量は，合計５６７．１トン（＝４４６．０トン＋１２１．１ト

ン）である。 

   イ 被告製品２の原料として使用されたテフリルトリオンの数量 

 平成２２年１０月１日～平成３０年８月５日の被告製品２の原料として使用され

たテフリルトリオン（被告製品１）の数量は，別紙「被告製品２の原料として使用

されたテフリルトリオンの数量の主張」のとおり，合計１５０．３１０７９４トン

である。 

   ウ 売上高 

 以上によると，被告製品２の原料として使用されたテフリルトリオンを除いたテ

フリルトリオン（被告製品１）の数量は，４１６．７８９２０６トン（＝５６７．

１トン－１５０．３１０７９４トン）であり，これに被告製品１の推定販売価格１

キログラム当たり２万３０００円を乗じた９５億８６１５万１７３８円（＝４１６．

７８９２０６トン×１０００×２万３０００円／ｋｇ）が被告製品１の売上総額で

ある。 

  (2) 実施料率 

 被告製品１について，本件各発明の特許に対する相当な実施料率は，売上高の２

０％である。 

  (3) 小括 

 以上によると，原告の損害額は，被告製品１の売上高９５億８６１５万１７３８

円に２０％を乗じた１９億１７２３万０３４７円である。 

 ３ 弁護士費用及び弁理士費用 

 一審被告の不法行為（又は共同不法行為）と相当因果関係のある弁護士費用及び
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弁理士費用は８０００万円を下らない。 

第３ 一審被告の主張 

 １ 被告製品２について 

 否認する。以下のとおり，一審原告の被告製品２の製造販売等に係る損害額の計

算は誤っており，損害額は●●●●●●●●●●●●を超えることはない。 

  (1) 実施料率 

   ア 平成２１年度特許庁産業財産権制度問題調査研究報告書（乙５８）にお

いて，企業に対するアンケート調査の結果，化学分野における特許権の実施料率の

平均値は４．３％とされていること，一審被告がテフリルトリオンの物質特許（乙

２８）を保有しており，テフリルトリオンを製造，販売するためには一審被告から

実施許諾を受ける必要があることからすると，本件各発明についての特許の実施料

率は４％を超えることはない。 

 本件明細書には除草効果について全く開示されていないから，具体的に除草活性

及び安全性を有するテフリルトリオンを開発し，その農薬混合物を製造するには多

大な試行錯誤が必要であり，一審被告がテフリルトリオンの物質特許を保有するに

至っていること，本件特許権に関連して一審原告から一審被告に提供される技術的

ノウハウは想定できないことからすると，本件各発明自体の価値が低いといわざる

を得ず，本件特許各発明についての特許の実施料率を平均より高く見積もるべき理

由はない。財団法人経済産業調査会発行の「ロイヤルティ料率データハンドブック」

（甲６８）においては，「有機化学・農薬」分野のロイヤルティ率の平均値が５．９％

とされているとしても，より少ない平均値である上記の４．３％を超えることはな

いというべきであり，高くても４％と見積もるべきである。 

   イ 被告製品２にはテフリルトリオン以外の有効成分が含まれており，この

テフリルトリオン以外の有効成分が奏する効果も売上げに寄与しているから，テフ

リルトリオンの寄与率は５０％を超えることはない。 

   ウ 一審原告は，一審原告において，被告製品２と競合関係にある農薬製品
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を開発し，日本において一審原告の子会社が販売しており，一審被告の被告製品２

による侵害行為がなかったならば，利益が得られたであろうという事情が存在する

などと主張する。 

 しかし，一審原告主張の「サスケ ラディカル ジャンボ」及び「半蔵 １キロ

粒剤」と被告製品２とは，使用可能時期，使用可能な雑草（対象），使用可能な方法

が異なるから，被告製品２を「サスケ ラディカル ジャンボ」及び「半蔵 １キ

ロ粒剤」で代替することはできず，これらが競合関係にあるとはいえない。また，

「サスケ ラディカル ジャンボ」及び「半蔵 １キロ粒剤」を販売しているのは，

一審原告ではなく，ＯＡＴアグリオ株式会社である。仮に，一審原告がＯＡＴアグ

リオ株式会社に対し上記農薬混合物の農薬原体を販売しており，それが全農の被告

製品１と競合するものであったとしても，被告製品２と競合するものではないから，

上記農薬原体の売上げの減少が被告製品２の販売に起因するものとはいえない。さ

らに，一審原告の主張によると，本件特許権を実施しなくても実施品と同じ役割を

持つ競合品を市場で販売できることになるから，本件特許権及びその実施許諾の価

値を高く見積もることはできず，その実施料率が高率になることはない。 

   エ 一審原告は，被告製品２は，その販売価格の大きな割合が利益であるか

ら，実施料率も高くなるべきであるなどと主張するが，被告製品２の販売価格の大

きな割合が利益であるというのは，根拠のない憶測にすぎない。 

  (2) 小括 

 以上によると，被告製品２の製造販売等に係る実施料相当額は，前記第１の被告

製品２の売上高の合計●●●●●●●●●●●●●に，前記(1)の実施料率２％（＝

４％×５０％）を乗じた●●●●●●●●●●●●を超えることはない。 

 ２ 被告製品１について 

 否認する。一審原告の損害額の計算は，根拠のない推測を主張するものであり，

合理性はない。 

 ３ 弁護士費用及び弁理士費用について 
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 否認する。 

第４ 当裁判所の判断 

 １ 被告製品２ 

  (1) 実施料率 

   ア ①平成１９年に日本で特許出願を行った国内企業・団体のうち，合計出

願件数の上位となっている企業・団体（対象２０３１件）に加えて，株式会社帝国

データバンク保有データ信用調査報告書ファイルの中からライセンス契約を実施し

ていると判断された企業（対象９７５件）に対するアンケート調査（有効回答５６

３件）において，化学分野（ＩＰＣ分類のＣ０１～Ｃ１４；１０３件）に係る特許

権のロイヤルティ料率の平均値は４．３％であるとされていること（甲６７，乙５

８），②財団法人経済産業調査会発行の「ロイヤルティ料率データハンドブック～特

許権・商標権・プログラム著作権・技術ノウハウ～」（甲６８）において，上記アン

ケート結果をその技術分類と異なる技術分類で新たに分析した結果として，「有機化

学，農薬」分野（ＩＰＣ分類のＡ６１，Ｃ０７，Ｃ４０；５４件）のロイヤルティ

率の平均値は５．９％とされていることが認められる。 

 本件各発明のＩＰＣ分類は，Ｃ０７Ｄ，Ａ０１Ｎ，Ａ０１Ｐである（甲２の２）

から，上記①よりは②の方が本件各発明からより遠い技術分野のサンプルが除外さ

れており，②の５４件というサンプル数も少なくないということができるから，本

件各発明の相当実施料率の検討に当たっては，①よりは②を念頭に検討することが

相当である。 

   イ 証拠（甲２の２，乙１～４）及び弁論の全趣旨によると，本件各発明は，

除草剤の有効成分又はその候補となる新規化合物を提供することを課題として，化

合物の一般式及び置換基の組合せを示したものであるが，発明の詳細な説明におい

て，上記化合物の除草特性に関する個別の実験結果は示されておらず，本件出願日

当時の技術常識に照らして上記化合物が除草作用を有しており，除草剤の有効成分

の候補となり得るものであることが認識できるにとどまるものである。そうすると，
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本件各発明の化合物を水稲など特定の作物に用いる農薬として利用するためには，

本件各発明の多数の化合物の中からテフリルトリオンのような特定の化合物を選び

出した上，その化合物が上記作物の栽培に当たり想定される具体的な雑草に対する

除草効果を発揮する一方，上記作物に対する有害性がないことを確認する必要があ

り，相応の試行錯誤を要することは明らかである。 

 したがって，本件各発明の実施料率は，類似する技術分野の実施料率の分布にお

いて，平均よりも一定程度低く位置付けることが相当である。 

   ウ 証拠（甲４，５，甲６の１～４，甲７の１～３，甲５５～６１，７２）

及び弁論の全趣旨によると，①被告製品２は，いずれもテフリルトリオンに加えて

もう１種類の有効成分（被告製品２(1)～(3)のフェントラザミド，同(4)～(6)のメフェ

ナセット，同(7)～(12)のトリアファモン。以下，「フェントラザミド等」という。）を

含有する農薬混合物であること，②テフリルトリオンは，ノビエを除く幅広い雑草

に対する除草効果に優れ，スルホニルウレア抵抗性雑草（ホタルイ類，アゼナ類，

コナギ等）に高い除草作用を有しているのに対し，フェントラザミド等は，いずれ

もテフリルトリオンの除草効果が十分でないノビエに対して優れた除草効果を有し

ており，テフリルトリオンと相互に除草効果を補完する関係にあること，③一審被

告が作成した被告製品２の技術資料やパンフレット等の広告宣伝でも，２種類の有

効成分が含まれた農薬混合物であることによってスルホニルウレア抵抗性雑草及び

ノビエに対して優れた除草効果を発揮することが一貫して記載されていること（例

えば，被告製品(4)～(6)の技術資料〔甲５〕においては，表紙である１頁に「２成分

で白く枯らす。効きめが見える。」と記載され，４頁の「ポッシブルの特長」におい

ても６項目中の１番目に「２成分で高い除草効果 ノビエをはじめとした一年生雑

草から，ホタルイ，ウリカワ，ミズガヤツリ，ヘラオモダカ，ヒルムシロ，セリ，

オモダカ，クログワイなと〔判決注・「など」の誤記と認める。〕の多年生雑草に対

し高い効果を示します。また，新規成分テフリルトリオンとメフェナセットの２種

混合なので，減農薬栽培にも適しています。」などと記載されている。）が認められ
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る。 

 上記認定の事実によると，被告製品２においては，テフリルトリオンが，ノビエ

を除く幅広い雑草に対する除草効果に優れ，スルホニルウレア抵抗性雑草にも高い

除草作用を有していることから，有効成分として主たる役割を果たすものと認めら

れるが，フェントラザミド等は，テフリルトリオンの除草効果が十分でないノビエ

に対して優れた除草効果を有しているところ，ノビエに対する除草効果も重要であ

るものと認められる。 

 そうすると，被告製品２の顧客吸引力は，その過半がテフリルトリオンによるも

のではあるが，その一部はフェントラザミド等によるものであると認められる。 

   エ 前記ア～ウに併せて，一審被告が一審原告から本件特許の実施許諾を得

ずに被告製品２の製造販売等を継続していた一方，結果的に本件訂正により解消し

たとはいえ，本件特許は無効理由を有していたことなど，本件に顕れた全ての事情

を総合すると，被告製品２に係る本件特許権侵害の不法行為の損害の額を特許法１

０２条３項により算定する際に適用すべき実施料率は●●●●が相当である。 

 なお，証拠（乙６５～６７）によると，ＯＡＴアグリオ株式会社は，平成２８年

８月頃，「サスケ－ラジカルジャンボ」，「半蔵１キロ粒剤」という水稲用一発処理除

草剤を販売していたこと，いずれも，ホタルイ，コナギ，アゼナ類などＳＵ抵抗性

雑草に強いことを宣伝文句としており，有効成分にシクロスルファムロン及びベン

ゾビシクロンを含む（その余の有効成分として，前者はカフェンストロール及びダ

イムロンを，後者はペントキサゾンを含む。）こと，「サスケ」及び「半蔵」はＢＡ

ＳＦ社（一審原告又はその関連会社と推認される。）の登録商標であったことが認め

られる。しかし，上記登録商標の使用許諾以外には，これらの除草剤の販売に一審

原告がどのように関わっているかや，これらの除草剤が被告製品２とどの程度競合

関係にあるかは，本件全証拠によっても明らかではないから，これらの事実につい

ては，考慮しないこととする。 

 また，前記認定のとおり，バイエル特許が存することが認められるが，被告製品
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２は，本件各発明の技術的範囲に属するから，本件特許を実施してはじめてバイエ

ル特許を実施することができるものであり，前記のとおり，本件各発明の化合物を

除草剤とするには相応の試行錯誤が必要であることは既に考慮しているから，バイ

エル特許が存することを，既に判示したところを超えて考慮する必要はない。 

  (2) 損害額 

 被告製品２に係る一審原告の損害の額は，前記第１の被告製品２の売上高に，前

記(1)の実施料率●●●●を乗じて算定すると，次のとおりである。 

   ア 平成２２年１０月１日～平成２６年９月３０日につき，１億３２０４万

９４６１円●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

   イ 平成２６年１０月１日～平成２８年９月３０日につき，８０６１万１２

１５円●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

   ウ 平成２８年１０月１日～平成２９年９月３０日につき，６３６５万０８

０９円●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

   エ 平成２９年１０月１日～平成３０年２月２日につき，３０３５万４１２

４円●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

   オ 平成３０年２月３日～平成３０年６月２０日につき，３２８７万８２５

２円●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

   カ 平成３０年６月２１日～平成３０年８月５日につき，２９万２６１６円

●●●●●●●●●●●●●●●● 

   キ 前記ア～カの合計額は，３億３９８３万６４７７円である。 

 ２ 弁護士及び弁理士費用 

 本件事案の難易，請求額，認容された額その他諸般の事情を考慮すると，次のと

おり，合計３４００万円を相当と認める。 

  (1) 平成２２年１０月１日～平成２８年９月３０日につき，２１２５万円 

  (2) 平成２８年１０月１日～平成３０年２月２日につき，９４０万円 

  (3) 平成３０年２月３日～平成３０年６月２０日につき，３３０万円 
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  (4) 平成３０年６月２１日～平成３０年８月５日につき，５万円 

 ３ 小括 

 以上によると，一審被告は，一審原告に対し，次のとおりの支払義務を負う。 

  (1) ３億７３８３万６４７７円（＝３億３９８３万６４７７円＋３４００万円） 

  (2) 前記(1)のうち１億円（１億３２０４万９４６１円のうち１億円）に対する不

法行為後の日（訴状送達の日の翌日）である平成２７年２月１３日から支払済みま

で民法所定年５分の割合による遅延損害金 

  (3) 前記(1)のうち１億３３９１万０６７６円（＝１億３２０４万９４６１円－１

億円＋８０６１万１２１５円＋２１２５万円）に対する不法行為後の日（平成２９

年４月７日付け訴えの追加的変更申立書送達の日の翌日）である平成２９年４月１

１日から支払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金 

  (4) 前記(1)のうち１億０３４０万４９３３円（＝６３６５万０８０９円＋３０３

５万４１２４円＋９４０万円）に対する不法行為後の日（平成３０年２月２日付け

控訴状及び訴え変更申立書送達の日の翌日）である平成３０年３月１４日から支払

済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金 

  (5) 前記(1)のうち３６１７万８２５２円（＝３２８７万８２５２円＋３３０万

円）に対する継続的不法行為の最後の不法行為の日である平成３０年６月２０日か

ら支払済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金 

  (6) 前記(1)のうち３４万２６１６円（＝２９万２６１６円＋５万円）に対する継

続的不法行為の最後の不法行為の日である平成３０年８月５日から支払済みまで民

法所定年５分の割合による遅延損害金 
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（別紙） 

被告製品２の原料として使用されたテフリルトリオンの数量の主張 

 平成２２年１０月１日～平成３０年８月５日の被告製品２の原料として使用され

たテフリルトリオン（被告製品１）の数量は，次の第１～第１２の合計１５０．３

１０７９４トンである。 

第１ ボデーガード１キロ粒剤 

 １ 合計出荷数量 ７３６．０５４トン（＝６２０．０００＋１１６．０５４） 

 ２ テフリルトリオン含有率 ３．０％ 

 ３ テフリルトリオン数量 ２２．０８１６２トン（＝７３６．０５４×０．０

３） 

第２ ボデーガードフロアブル 

 １ 合計出荷数量３２２．０８８トン（＝２７８．２００＋４３．８８８） 

 ２ テフリルトリオン含有率 ５．８％ 

 ３ テフリルトリオン数量 １８．６８１１０４トン（＝３２２．０８８×０．

０５８） 

第３ ボデーガードジャンボ 

 １ 合計出荷数量 ２８５．４３４トン（＝２３４．０００＋５１．４３４） 

 ２ テフリルトリオン含有率 ７．５％ 

 ３ テフリルトリオン数量 ２１．４０７５５トン（＝２８５．４３４×０．０

７５） 

第４ ポッシブル１キロ粒剤 

 １ 合計出荷数量 ３５６．２３２トン（＝３０２．８００＋５３．４３２） 

 ２ テフリルトリオン含有率 ３．０％ 

 ３ テフリルトリオン数量 １０．６８６９６トン（＝３５６．２３２×０．０

３） 

第５ ポッシブルフロアブル 
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 １ 合計出荷数量 ２２３．３９６トン（＝１９０．５００＋３２．８９６） 

 ２ テフリルトリオン含有率 ５．５％ 

 ３ テフリルトリオン数量 １２．２８６７８トン（＝２２３．３９６×０．０

５５） 

第６ ポッシブルジャンボ 

 １ 合計出荷数量 ４３８．５３８トン（＝３５７．８００＋８０．７３８） 

 ２ テフリルトリオン含有率 ６．０％ 

 ３ テフリルトリオン数量 ２６．３１２２８トン（＝４３８．５３８×０．０

６） 

第７ ボデーガードプロ１キロ粒剤 

 １ 合計出荷数量 ２９３．４０８トン（＝３．０００＋２９０．４０８） 

 ２ テフリルトリオン含有率 ３．０％ 

 ３ テフリルトリオン数量 ８．８０２２４トン（＝２９３．４０８×０．０３） 

第８ ボデーガードプロフロアブル 

 １ 合計出荷数量 １５２．５１８トン（＝１．７００＋１５０．８１８） 

 ２ テフリルトリオン含有率 ５．８％ 

 ３ テフリルトリオン数量 ８．８４６０４４トン（＝１５２．５１８×０．０

５８） 

第９ ボデーガードプロジャンボ 

 １ 合計出荷数量 ７９．４３トン（＝１．０００＋７８．４３０） 

 ２ テフリルトリオン含有率 １０．０％ 

 ３ テフリルトリオン数量 ７．９４３トン（＝７９．４３×０．１） 

第１０ カウンシルコンプリート１キロ粒剤 

 １ 合計出荷数量 １１７．２２４トン（＝０．０００＋１１７．２２４） 

 ２ テフリルトリオン含有率 ３．０％ 

 ３ テフリルトリオン数量 ３．５１６７２トン（＝１１７．２２４×０．０３） 
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第１１ カウンシルコンプリートフロアブル 

 １ 合計出荷数量 ６６．６１２トン（＝０．０００＋６６．６１２） 

 ２ テフリルトリオン含有率 ５．８％ 

 ３ テフリルトリオン数量 ３．８６３４９６トン（＝６６．６１２×０．０５

８） 

第１２ カウンシルコンプリートジャンボ 

 １ 合計出荷数量 ５８．８３トン（＝０．０００＋５８．８３０） 

 ２ テフリルトリオン含有率 １０．０％ 

 ３ テフリルトリオン数量 ５．８８３トン（＝５８．８３×０．１） 

 


